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電気通信設備劣化診断基準（案） 

（道路情報表示設備編） 

１ 目的 

現状の電気通信設備のシステム維持管理は、毎年の定期保全と、経過年数を主体とした装

置・機器の更新にて、実施してきた。 
しかし、装置・機器の劣化状況はおかれた環境条件や運用状態によって異なり、同種のも

のであっても経過年数で一律に更新することは、適切でない。 
本基準（案）は適切な時期に、道路情報関連システムを構成する設備毎に劣化診断を行い、

劣化状況を把握し、改修（延命）や更新を判断する適切な維持管理をはかる事を目的とする。 
 

２ 適用範囲 

本基準（案）は国土交通省が所管する道路に設置された道路情報表示設備に適用する。 
 

３ 用語の定義 

本基準（案）で用いる主な用語の定義は次による。 
ａ．施設に関する用語 

「設  備」 ：施設の機能を発揮するための備え付ける施設の構成要素で、道路情報表 
示設備、気象観測設備等単独で機能を持つものをいう。 

「装  置」 ：設備を構成する装置の総称で、道路情報表示設備ではＨＬ形表示機等を

いう。 
「機  器」 ：装置を構成する機器及び器具の総称で、ＨＬ形表示機では表示板、機側

操作盤等をいう。 
「部  位」 ：機能を有する構成部品群で、表示板では副制御部等をいう。 
「部  品」 ：機器を構成する組立品で、基板等がある。 
 

ｂ．点検に関する用語 
「定期保全」 ：定期点検及び修繕の総称をいう。 
 

ｃ．劣化に関する用語 
「劣  化」 ：機能や性能が劣化することをいう。 
［劣化診断］ ：設備のその時点での劣化状態を把握し、異常あるいは故障に関する原因 

の推定及び将来への影響を予測することをいう。 
「物理的劣化」 ：経年変化と共に磨耗、酸化、固化等が進行し、性能・機能の低下、故障 

回数（故障率）の増加をきたす劣化をいう。 
 

ｄ．寿命に関する用語 
「期待寿命」 ：機器・部品を標準状態で使用し、劣化又は破損した場合に修繕により実 

用上支障のない程度まで回復させ、使用したい期間をいう。 
「余寿命」 ：機器が、今後継続して使用可能な期間をいう。 
 

ｅ．劣化診断に関する用語 
「機能維持診断」：定期保全データの活用により、機器の劣化状況を把握し機能維持を目的

とする診断である。 
「余寿命診断」 ：劣化診断の知識を有する専門技術者が、定期保全データの活用と目視・
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試験測定等による機器の劣化状況の把握、製造中止部品の代替品の有無

の調査等により、余寿命の判断を目的とする診断である。 
 

ｆ．製造中止部品に関する用語 
  「代替品」  ：機器を構成する部位や部品が製造中止の状態で、その部位や部品が故障

した際に大幅な改造無しに交換可能で以前と同等の機能を維持できる新

規に製作したものをいう。代替に大幅な改造を伴うものは代替品には含

めない。 
 

４ 劣化診断の構成 

     劣化診断は、機器の劣化状況を把握し機能維持を目的とした一次機能維持診断と、一次機

能維持診断の結果を受けて、機器の部位毎に継続使用の可否の判断を行うことを目的とした

二次機能維持診断で構成する。 
 

５ 劣化診断の概要 

（１） 機能維持診断 

    ① 一次機能維持診断 

一次機能維持診断は、機能維持を目的とした診断であり、個別点検時の定期保全デー

タと、製造中止部品及び代替品の有無、保守部品の在庫状況のデータ等を用いて機器を

構成する各部位について劣化状況の診断を行う。但し、劣化がかなり進んでいることが

確認された場合は、継続使用の可否の判断を目的とした診断となる。 
なお、機器の構成単位が小さく、個別点検にて機能維持および性能試験の診断が可能

な主制御機の操作機（ＩＰ対応ＭＣ）については、全ての診断を一次診断にて行うもの

とし、二次診断は行わないものとする。 
また、主制御機の制御機（平成元年仕様ＭＣ）については、機器が多数の部位で構成

されていないため、部位単位の診断は行わず機器全体での診断を行うものとする。 
 

② 二次機能維持診断 
       二次機能維持診断は、一次機能維持診断にて劣化がかなり進んでいることを受けて専

門技術者が行う継続使用の可否の判断を目的とした診断で、道路情報表示設備の各機器

について、機器を構成する各部位単位に実施し、定期保全データによる診断、実機での

目視と測定による劣化状況の診断等、詳細な診断を行う。 
       なお、主制御機の制御機（平成元年仕様ＭＣ）については、一次診断と同様に、機器

全体での診断によるものとする。 
 
 
（２） 実施時期 

     道路情報表示装置は、正常な稼働を確保する目的で、定期保全が実施されている。 
    劣化診断は、定期保全と深く関連するもので、その実施時期は、定期保全が実施されていこ

とを前提に、下記を目途に実施する。 
 

① 一次機能維持診断 
一次機能維持診断は、定期点検や修繕の定期保全データを用いて、設備が新設されて

５年経過後から毎年１回実施する。 

 

② 二次機能維持診断 
   二次機能維持診断は、一次機能維持診断にて劣化の進行が確認された場合に、機器ま
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たは機器を構成する部位単位に実機で行う。但し、二次診断実施後２年間は、一次診断

における評価点に著しい変化が無い場合は、二次診断は行わないものとする。 
 

（３） 診断方法 

    ① 一次機能維持診断 
  本診断は機器の故障・修理・再調整の状況や、機器または機器を構成する各部位にお

ける交換部品の入手状況（製造中止部品の有無、代替品の有無、メーカ又は保守会社の

保守部品の在庫状況）等の把握となるので、点検データや交換部品の入手状況のデータ

をもとに書類上で行う。但し、一次診断のみ行う機器（主制御機の操作機）については、

個別点検の項目に一次診断に必要な劣化診断の項目を追加し、個別点検時に必要なデー

タを収集するものとする。 
添付資料の付表 4.１に個別点検時に追加する劣化診断に必要な診断項目一覧表を示

す。 
 

② 二次機能維持診断 
  機器または機器を構成する部位単位に、専門技術者が実機にて目視と測定により劣化

状況の把握を行い、点検時のデータとあわせて詳細な診断を行うものとする。 
  

（４） 診断内容 

     道路情報表示装置を構成している機器の各部材には、長期間の稼働により各種ストレスが

かかっている。そのストレスにより、各部材、部位の機能が低下し、ストレスが許容範囲を

超えると劣化現象として表れ、更に進展し、故障・事故に至しめる。故障・事故という現象

を起こす前に状況を把握し、対策を行うことが重要である。道路情報表示設備の各機器の劣

化メカニズムを、８項「添付資料」の各機器の「主要劣化部位・劣化パターンと診断時の確

認事項」の表に示す。 
     診断内容はこれらを参考にして、以下の診断を行う。 
    ① 一次機能維持診断 

・経過年数：設置してからの経過年数 
・環境条件：機器または部位の設置されている環境 

  ・保全記録：過去５年間の保全記録（部位単位の点検記録、故障修理の記録） 
・製造中止部品・代替品・保守部品の有無：製造中止部品の有無、製造中止部品の代替

品の有無、製造中止部品と代替品が入手出来ない場合のメーカ又は保守会

社保有の保守部品在庫状況 
・性能試験：電源部の電源電圧、変復調部の送受信出力の点検データ（個別点検時の測

定データ）の変化のトレンド 
（注）主制御機・操作機（ＩＰ対応ＭＣ）については、一次機能維持診断にて、上記項

目の他、②項の「機能維持」の診断と、個別に「ＯＳのサポート状況」の診断を行

うものとし、一次機能維持診断のみ行い二次機能維持診断は行わないものとする。

また、性能試験では、点検時の機器の動作試験により性能の低下傾向の診断を行う

ものとする。 
 

    ② 二次機能維持診断 
・定期保全データの活用： 経過年数、環境条件、過去５年間の保全記録（部位毎） 

      ・製造中止部品の代替品の有無 
      ・目視や試験による劣化状況の判断（稼動状況、機能維持、性能試験） 
 
      各診断内容の分類を６項（１）に、詳細を６項（２）に示す。 
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６ 劣化診断の手法 

（１） 分類と重み付け 
① 一次機能維持診断 

       ＨＬ形表示機、Ａ形・Ａ２形電光式表示機、主制御機・制御機（平成元年仕様ＭＣ）

については、部位毎に過去の定期保全データ、製造中止部品とその代替品の有無及びそ

れらの保守部品の在庫状況により行い、分類と重み付けは以下による。 
 

一次機能維持診断    定期保全データによる    経過年数     （10 点） 
        （80 点）      機器又は部位毎の診断    環境条件     （ 5 点） 
                  （55 点）         保全記録     （20 点） 
                               性能試験     （20 点） 
                  製造中止部品・代替品・保守部品の有無    （25 点） 
                   （25 点）  
       （注）ＨＬ形表示機、Ａ形・Ａ２形電光式表示機の表示板・筐体では、一次診断は性

能試験に該当する項目がないため、一次機能維持診断項目の合計の配点は６０点

とする。    
     

  過去の「定期保全データ」は、使用期間把握の為の「経過年数」、置かれた環境の経

歴把握の為の「環境条件」、過去５年間の故障、修理等の経歴による「保全記録」、直近

２年間の点検時の測定データによる変化のトレンドを示す「性能試験」に分類される。 
  「製造中止部品・代替品・保守部品の有無」は、メーカからの部品製造中止の案内文

書の受領によるものとし、製造中止部品の代替品の有無と、製造中止部品及び代替品の

入手が不可能となった場合の、メーカ又は保守会社の保守部品在庫状況も含めて保守可

能な期間について診断し、使用部品の入手、供給の制約が運用可否に直結するため、「保

守が困難で更新・修理を必要としている緊急度が高い」との評価とし、高い重み付けを

設定している。 
 
       主制御機・操作機（ＩＰ対応ＭＣ）については、機器全体での診断を行うものとし、

過去の定期保全データ、「製造中止部品」として、処理部ＰＣの製造・販売中止の状況と

その代替品の有無、及びその保守中止の状況、処理部ＰＣのＯＳのサポート状況、目視

による各部の劣化状況の確認（機能維持）、表示制御動作の状況による性能の低下の確認

（性能試験）により行い、分類と重み付けは以下による。 
 
 

一次機能維持診断    定期保全データによる    経過年数     （10 点） 
        （100 点）      機器の診断        環境条件     （ 5 点） 
                  （60 点）         保全記録     （20 点） 
                               機能維持     （10 点） 

性能試験     （15 点） 
                 

   製造中止部品・代替品・保守部品の有無    （25 点）  
                  ＯＳのサポート状況             （15 点） 
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    ② 二次機能維持診断 
   二次機能維持診断は、対象機器または部位毎に、目視による劣化状況の判断（稼動状

況、機能維持）、試験・測定による性能の把握と点検データとあわせた変化のトレンドに

より行い、分類と重み付けは以下による。 
                             

  経 過 年 数    （ 10 点 ）     

環境条件     （ 5 点） 
 

   
      二次機能維持 

診断（100 点）                    
                                
                 
 
 
 
 
 
 
                目視及び測定等による     稼働状況      （ 10 点） 
                診断（40 点）         機能維持（劣化現象）（10 点） 
                               性能試験      （20 点） 
 
      (注)ＨＬ形表示機、Ａ形・Ａ２形電光式表示機の表示板・筐体では、性能試験および稼

動状況に該当する項目がないこと、機能維持の歪の発生については重大な劣化とし

て評価配分点を９点とし重み付けを２５点としたことにより、二次機能維持診断項

目の合計の配点は８５点とした。 
 
       「目視及び測定等による診断」は、異音・異臭等の「稼働状況」、変色・変質・腐食粉

塵付着等の「機能維持」、電圧測定、絶縁抵抗測定等の「性能試験」に分類される。 
       重み付けは、該当する劣化の程度に応じた評価配分点によるものとする。     

 

（２） 評価配分点の考え方 

      評価配分点は、０～ ９点とし、劣化の程度に応じて項目ごとに配点するものとする。な

お、９点以上は重大な著しい劣化の発生として、その該当項目の換算評価点（Ｄ欄）を満点

として評価する。 

 

① 評価点基準 

劣化現象は最高９点で配点するものとし、著しい劣化は７点以上の配点とする。 

０点 劣化なし 

１点～３点 軽微な劣化、又は劣化に影響する要素がある 

４点～６点 劣化あり、又は劣化が発生していると推定できる 

７点～８点 劣化が著しい、又は継続的な保守が困難 

９点  劣化が非常に著しい、又は保守が困難で更新・修理を必要としている

緊急度が高い 

７点または９点となる配点の例を以下に示す。９点はその劣化が本来の機能を喪失させ

る特に重大な劣化とする。 

例）９点・・・各部の電圧が規格外である 

       表示部の輝度低下や不点灯により表示内容が判読できない 

定期保全データによる

機器又は部位毎の診断

（一次診断のデータを

転記） （20 点） 

定期保全データによる

機器又は部位毎の診断

（一次診断のデータを

転記） （15 点） 

製造中止部品・代替品・

保守部品の有無（一次診

断のデータを転記） 
（25 点） 

製造中止部品     （25 点）

保全記録      （20 点）

・・・・ 
・・ 
・・ 

・・・・ 
・・ 
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  ７点・・・各部の電圧が規格外でありが、再調整にて復帰した        

 

②重み付け 

重み付けは各項目の評価配分点との整合性をはかるものとする。評価配分点と重み付け

について表 1に示す。 

表 1 評価配分点と重み付け 

評価配分点 評 価 内 容 重み付け 

０ 劣化なし（劣化が見られない） ― 

０～３ 
軽微な劣化あり、又は劣化に影響する要素があ

る（軽微な劣化の程度のより３段階に分類） 
５点 

４～６ 
劣化あり、又は劣化が発生していると推定でき

る（劣化の程度により３段階に分類） 
１０～１５点

７ 劣化が著しい、又は保守が困難 １５～２０点

９ 
劣化が非常に著しい、又は保守が困難で、更新・

修理を必要とする緊急度が高い 
２０～２５点

     

 

    ③ 経過年数 

       経過年数は、１５年以上を５点に設定する。 
      ただし、主制御機の操作機においては、ＰＣサーバなどのコンピュータを使用しており、

コンピュータメーカにおける生産中止までの期間や保守部品供給期間が、一般的に５年

～８年と一般電子機器に比べて短いため、８年以上を５点に設定し、コンピュータ類の

耐用年数に合わせた設定とする。        

    ④ 環境条件 
機器の寿命に影響をおよぼす環境条件を抽出し、それぞれ３点に設定し、いずれかの

項目が３点となった場合は、換算評価点（Ｄ欄）を満点として評価する。 
    ⑤ 保全記録 

・「点検時の再調整箇所の有無（５年間）」は、５年間での再故障個所の発生回数を評価

するものとし、1回：３点、２回：４点、３回以上：５点とする。 

・「故障・修理履歴（５年間）」は、５年間で修理の回数を評価するものとし、1 回：３

点、２回：４点、３回以上：５点とする。 

・「故障発生の頻度（過去 1 年間）」は、1 年間の故障発生頻度で２回以上を重い劣化と

判断し、次の評価とする。 

1 回：３点、２回以上：７点 

    ⑥ 製造中止部品・代替品・保守部品の有無 
一次診断は機器または機器を構成する部位ごとの診断とし、次のとおりとする。 

  ・製造中止部品なし・・・・・・・・・・・・０点 

  ・製造中止部品有り、代替品有り・・・・・・１点 

  ・製造中止部品有り、代替品無し 

   ただし、保守部品３年以上有り ・・・・・７点 

  ・製造中止部品有り、代替品無し 

   ただし、保守部品在庫３年未満 ・・・・・９点 

 

代替品なしで保守部品無しでは機器の運用に支障きたすので評価配分点は９点とし、ま

た、重み付けは②項の表 2に示すとおり、評価配分点の９点より２５点とする。 

なお、保守部品の在庫が３年未満で上限値としたのは更新等に準備期間が必要であるこ

とを考慮したものである。 
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      なお、主制御機・操作機（ＩＰ対応ＭＣ）においては、処理部（サーバ）のＰＣについ

て、ＰＣメーカによる製造・販売中止および保守中止の状況により評価を行うものとし、

以下の評価配分点とする。 
       ・ＰＣの製造・販売、保守サービスが行われている・・・０点 
       ・ＰＣの製造・販売が中止されているが、代替品がある（保守サービスは継続） 
               ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１点 
       ・ＰＣの製造・販売中止、代替品なし、但し保守サービスは継続されている（今後３

年間以上の保守・修理が可能）・・・・・・・・・・・７点 
       ・処理部（サーバ）のＰＣの製造・販売中止、代替品なし、保守サービスも中止また

は３年以内に中止が予定されている ・・・・・・・・９点  
 ⑦ 性能試験 

       直流電源電圧、変復調部の送受信出力等において、二次診断における測定値が基準値

をはずれ再調整しても規格内に調整できない場合、電源部の絶縁抵抗値が規格外の場合、

表示板の表示部の輝度低下や不点灯により表示内容が判読出来ないなど重大な性能低

下に結びつく場合は、劣化が著しいとして９点に設定する。      
⑧ 稼働状況 

       異音や異臭等の状況であり、劣化を判断する指標であるため５点に設定する。 
    ⑨ 機能維持 
       機器の劣化進行中に生じる現象を部位別に抽出し、現象の発生が診断対象の全体に発

生している場合は、劣化が発生していると診断し５点とする。 
    ⑩ ＯＳのサポート状況（主制御機・操作機のみ） 
       主制御機・操作機（ＩＰ対応ＭＣ）では、処理部（サーバ）のＰＣのＯＳのサポート

状況を診断するものとし、以下の評価配分点とする。 
       ・ＯＳのサポートが行われている・・・・・・・・・・０点 
       ・ＯＳのサポート終了が予定されている・・・・・・・５点 
       ・ＯＳのサポートが終了している・・・・・・・・・・７点 
 

（３） 換算評価 

      機器毎の評価点合計は機器により大きく異なるため、診断を容易にする目的で、１００

点法に換算する。但し、一次機能維持診断では、診断項目が少ないため、最大８０点また

は６０点（表示板・筐体の場合）となる。 
換算評価点は表 2「一次機能維持診断表の採点方法」、および表 3「二次機能維持診断表

の採点方法」の考え方により行い、具体的には機能維持診断表における算出式より算出す

る。 
 

表 2 一次機能維持診断表の採点方法 

劣化診断項目 評価配分点

A 
評価点

B 
重み付け 

C 
換算評価点 
D=B/A×C 

1.経過年数 A1 B1 C1=10 D1=B1/A1×C1 
2.環境条件 A2 B2 C2= 5 D2=B2/A2×C2 
3.保全記録 A3 B3 C3=20 D3=B3/A3×C3 
4.製造中止部品 A4 B4 C4=25 D4=B4/A4×C4 

5．性能試験 A5 B5 C5=20 D5=B5/A5×C5 

 換算評価点合計（80 点） ΣD1～D5 

     （注）主制御機・操作機（ＩＰ対応ＭＣ）では、上記に加えて「機能維持」、 
「ＯＳのサポート状況」の診断を行い、換算評価点合計は 100 点となる。 
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表 3 二次機能維持診断表の採点方法 

劣化診断項目 評価配分点

A 
評価点

B 
重み付け 

C 
換算評価点 
D=B/A×C 

1.経過年数 A1 B1 C1=10 D1=B1/A1×C1 
2.環境条件 A2 B2 C2= 5 D2=B2/A2×C2 
3.保全記録 A3 B3 C3=20 D3=B3/A3×C3 
4.製造中止部品 A4 B4 C4=25 D4=B4/A4×C4 
5.稼動状況  A5 B5 C5= 10 D5=B5/A5×C5 
6.機能維持  A6 B6 C6=10 D6=B6/A6×C6 
7.性能試験 A7 B7 C7=20 D7=B7/A7×C7 
 換算評価点合計（100 点） ΣD1～D7 

 
 

７ 機器毎の評価 

（１） 分類と重み付け 
       診断の評価は、一次機能維持診断表、二次機能維持診断表、機能維持診断評価点基準、

一次機能維持総合診断表、二次機能維持総合診断表により行うものとする。各表は 8 項に示

す添付資料にまとめる。 
 
（２） 一次機能維持診断 

    ① 一次機能維持診断表 
一次機能維持診断表は、一次機能維持診断の診断項目を規定し、機能維持診断評価点

基準に則り評価点を採点し診断結果を記入するものである。 
・「保全記録」は、機器を構成する各部位において、点検時の記録から、動作不良または

規格を外れた調整箇所の再調整の回数（過去５年間）、故障・修理の回数（過去５年間）、

および故障の発生頻度（過去１年間）より評価する。 

・「製造中止部品」は、機器を構成する各部位において、製造中止部品の有無、製造中止

部品がある場合の代替品の有無、製造中止部品及び代替品の入手が不可能となった場

合のメーカ又は保守会社の保守部品在庫状況の確認により、保守可能な期間の状況を

診断する。 

・「性能試験」は、機器を構成する各部位において、実機での測定と過去２年間の定期保

全データによる変化のトレンドによる劣化状況の確認等、詳細な診断を行う。 
 

② 機能維持診断評価点基準 
機能維持診断評価点基準は，一次機能維持診断表および二次機能維持診断表の評価項

目毎に劣化状況を評価する判断基準を規定したものである。 

 

③ 評価区分と処置 

一次機能維持診断にて評価点が３０点以上の場合は、機器または部位の劣化が進んで

いるため（劣化度：中）、二次機能維持診断に移行する。また、評価点が４０点以上の場

合は、機器または部位の劣化が著しく進んでいるため（劣化度：重）、機器の有効性評価

を経てアセットマネジメントによる評価に移行し、延命化等の対策の実施による継続使

用、機器・装置の更新等の処置を判断する。 

ただし、主制御機・操作機（ＩＰ対応ＭＣ）では、二次診断を行わないため、３０点

以上４０点未満における二次診断への移行の処置はなしとする。 

 



付 1‐9 

一次機能維持診断表で診断した評価点の評価区分と対応する処置を表 4および表 5「一

次機能維持診断の評価区分と処置」に示す。 

 

表 4  一次機能維持診断の評価区分と処置 
（ＨＬ形表示機、Ａ形・Ａ２形表示機、主制御機・制御機） 

診断種別 評価点 劣化度 処 置 

４０点以上 重 更新、又は延命化等の対策による継続使

用、そのままの継続使用、撤去 

３０点以上 
４０点未満 中 劣化が中程度であり、二次機能維持診断

を行う 

 
一次機能維持

診断 
 

３０点未満 軽 定期点検を継続し、機能維持に努める 

   注）処置は有効性評価及びアセットマネジメントにより決定する。 

 

 

     表 5  一次機能維持診断の評価区分と処置（主制御機・操作機） 
診断種別 評価点 劣化度 処 置 

４０点以上 重 更新、又は延命化等の対策による継続使

用、そのままの継続使用、撤去  
一次機能維持

診断 
 ４０点未満 軽 定期点検を継続し、機能維持に努める 

        注）処置は有効性評価及びアセットマネジメントにより決定する。 
 

    ④ 一次機能維持総合診断表 

       一次機能維持診断実施後、機器の構成部位毎の診断を集約し、部位の重要度を考慮し

て機器全体の劣化を判断するための総合診断表である。 
 劣化診断を部位ごとに実施すると、劣化の進行は部位によって異なるので劣化度にバ

ラツキが発生する。総合診断表は部位ごとの劣化を機器全体で整理し、機器全体として

の劣化度を把握するとともに機器全体での劣化度を判定するためのものである。 

機器を構成する部位には機器にとって機能を維持するための心臓部となる重要な部位

と、代替えのきく端末の部位がある。心臓部の重要な部位の劣化度が「重」と判定され

た時、他の端末の部位の劣化が「軽」であっても、機器全体を「重」と判定し、有効性

評価及びアセットマネジメントを行うものとする。 

逆に重要な部位の劣化度は「軽」であるが、重要でない部位が「重」と判定された場

合は、機器全体としての劣化度は「軽」とし、その「重」と判定された部位のアセット

マネジメントを行い、交換修理等を行うものとする。 

一次総合診断表では「軽」「中」「重」の判定は部位毎に異なることがある。その時の

機器全体としては、重要な部位の判定によって判断し、重要な部位が「中」であれば、

機器全体を「中」として判定し、二次診断に移行し、「重」であれば有効性評価及びアセ

ットマネジメントに移行するものとする。 

重要な部位が「軽」で端末の部位が「中」であれば、その部位のみ二次診断を行う。

その部位が「重」であれば、その部位のアセットマネジメントを行い、交換修理等を行

うものとする。 
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（３） 二次機能維持診断 
① 二次機能維持診断表 

二次機能維持診断表は、機器を構成する各部位毎に二次機能維持診断の診断項目を規定

し、部位単位で構成される診断表に診断結果を記入するものである。 

・「経過年数」、「環境条件」、「保全記録」、「製造中止部品」は、二次診断で改めて診断す

る必要がないため、一次診断の診断結果を使用し転記することとする。 

・「機能維持」は、機器を構成する各部位における実機での目視による劣化状況の確認を

行う。 

・「性能試験」は、機器を構成する各部位において、実機での測定によるデータと過去２

年間の定期保全データによる変化のトレンドの確認、実機での動作試験による性能の

低下傾向の確認等により詳細な診断を行う。 

② 機能維持診断評価点基準 

機能維持診断評価点基準は，一次および二次機能維持診断表の診断項目毎に劣化状況

を評価する判断基準を規定したものである。 

③ 評価区分と処置 

二次機能維持診断にて評価点が４０点以上の場合は、機器または部位の劣化が著しく

進んでいるため（劣化度：重）、劣化診断サイクルのフローに則り、機器の有効性評価を

経てアセットマネジメントによる評価に移行し、延命化等の対策の実施による継続使用、

機器・装置の更新等の処置を判断する。 

二次機能維持診断表で診断した評価点の評価区分と対応する処置を表 6「二次機能維

持診断の評価区分と処置」に示す。 

 

表 6 二次機能維持診断の評価区分と処置 
診断種別 評価点 劣化度 処 置 

４０点以上 重 更新、又は延命化等の対策による継続使

用、そのままの継続使用、撤去 
二次機能維持

診断 

４０点未満 軽 継続使用 

      注）処置は有効性評価及びアセットマネジメントにより決定する。 
 
 ④ 二次機能維持総合診断表 

       二次機能維持診断実施後、機器の構成部位毎の診断を集約し、部位の重要度を考慮し

て機器全体の劣化を判断するための総合診断表である。 
 一次診断と二次診断がある設備では一次総合診断表と二次総合診断表とそれぞれある

が、二次総合診断表の判断は「軽」「重」の判断であるので前項の一次総合診断表と同じで

ある。 二次診断に移行し、「重」であれば有効性評価及びアセットマネジメントに移行す

るものとする。 
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８ 添付資料 

 （１） 機能維持総合診断表 

    ① ＨＬ形表示機 

      付表 1.1.1  ＨＬ形表示機 一次機能維持総合診断表 

      付表 1.1.2  ＨＬ形表示機 二次機能維持総合診断表 

    ② Ａ形・Ａ２形電光式表示機 

      付表 1.2.1  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 一次機能維持総合診断表 

      付表 1.2.2  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 二次機能維持総合診断表 

    ③ 主制御機 

      付表 1.3.1  道路情報表示装置主制御機 一次機能維持総合診断表 

      付表 1.3.2  道路情報表示装置主制御機 二次機能維持総合診断表  

 

 （２） 機能維持診断表 

    ① ＨＬ形表示機 

付表 2.1.1  ＨＬ形表示機 表示板・筐体   一次機能維持診断表 

付表 2.1.2  ＨＬ形表示機 表示板・筐体   二次機能維持診断表 

付表 2.1.3  ＨＬ形表示機 表示板・副制御部 一次機能維持診断表 

付表 2.1.4  ＨＬ形表示機 表示板・副制御部 二次機能維持診断表 

付表 2.1.5  ＨＬ形表示機 表示板・表示部  一次機能維持診断表 

付表 2.1.6  ＨＬ形表示機 表示板・表示部  二次機能維持診断表 

付表 2.1.7  ＨＬ形表示機 表示板・電源部  一次機能維持診断表 

付表 2.1.8  ＨＬ形表示機 表示板・電源部  二次機能維持診断表 

付表 2.1.9  ＨＬ形表示機 機側操作盤    一次機能維持診断表 

付表 2.1.10  ＨＬ形表示機 機側操作盤    二次機能維持診断表 

付表 2.1.11  ＨＬ形表示機 耐雷変圧器盤   一次機能維持診断表 

付表 2.1.12  ＨＬ形表示機 耐雷変圧器盤   二次機能維持診断表 

    ② Ａ形・Ａ２形電光式表示機 

付表 2.2.1  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 表示板・筐体   一次機能維持診断表 

付表 2.2.2  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 表示板・筐体   二次機能維持診断表 

付表 2.2.3  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 表示板・副制御部 一次機能維持診断表 

付表 2.2.4  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 表示板・副制御部 二次機能維持診断表 

付表 2.2.5  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 表示板・表示部  一次機能維持診断表 

付表 2.2.6  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 表示板・表示部  二次機能維持診断表 

付表 2.2.7  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 表示板・電源部  一次機能維持診断表 

付表 2.2.8  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 表示板・電源部  二次機能維持診断表 

付表 2.2.9  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 機側操作盤    一次機能維持診断表 

付表 2.2.10  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 機側操作盤    二次機能維持診断表 

付表 2.2.11  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 耐雷変圧器盤   一次機能維持診断表 

付表 2.2.12  Ａ形・Ａ２形電光式表示機 耐雷変圧器盤   二次機能維持診断表 

③ 道路情報表示装置主制御機 

付表 2.3.1  主制御機・操作機（ＩＰ対応ＭＣ）   機能維持診断表 

付表 2.3.2  主制御機・制御機（平成元年仕様ＭＣ） 一次機能維持診断表 

付表 2.3.3  主制御機・制御機（平成元年仕様ＭＣ） 二次機能維持診断表 

  

 （３） 機能維持診断評価点基準 

    ① ＨＬ形表示機 

付表 3.1.1  ＨＬ形表示機 表示板・筐体   機能維持診断評価点基準 

付表 3.1.2  ＨＬ形表示機 表示板・副制御部 機能維持診断評価点基準 
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付表 3.1.3  ＨＬ形表示機 表示板・表示部  機能維持診断評価点基準 

付表 3.1.4  ＨＬ形表示機 表示板・電源部  機能維持診断評価点基準 

付表 3.1.5  ＨＬ形表示機 機側操作盤    機能維持診断評価点基準 

付表 3.1.6  ＨＬ形表示機 耐雷変圧器盤   機能維持診断評価点基準 

    ② Ａ形・Ａ２形電光式表示機 

付表 3.2.1 Ａ形・Ａ２形電光式表示機 表示板・筐体   機能維持診断評価点基準 

付表 3.2.2 Ａ形・Ａ２形電光式表示機 表示板・副制御部 機能維持診断評価点基準 

付表 3.2.3 Ａ形・Ａ２形電光式表示機 表示板・表示部  機能維持診断評価点基準 

付表 3.2.4 Ａ形・Ａ２形電光式表示機 表示板・電源部  機能維持診断評価点基準 

付表 3.2.5 Ａ形・Ａ２形電光式表示機 機側操作盤    機能維持診断評価点基準 

付表 3.2.6 Ａ形・Ａ２形電光式表示機 耐雷変圧器盤   機能維持診断評価点基準 

③ 道路情報表示装置主制御機 

付表 3.3.1 主制御機・操作機（ＩＰ対応ＭＣ）   機能維持診断評価点基準 

付表 3.3.2 主制御機・制御機（平成元年仕様ＭＣ） 機能維持診断評価点基準 

 

 （４） 点検に追加する診断項目一覧表 

      付表 4.1  主制御機・操作機（ＩＰ対応ＭＣ） 点検に追加する診断項目一覧表 

 

 （５） 主要劣化部位・劣化パターンと診断時の確認事項 

付表 5.1 ＨＬ形表示機の主要劣化部位・劣化パターンと診断時の確認事項 

      付表 5.2 Ａ形・Ａ２形電光式表示機の主要劣化部位・劣化パターンと診断時の確認 
事項 

付表 5.3 道路情報表示装置主制御機の主要劣化部位・劣化ﾊﾟﾀｰﾝと診断時の確認事項 



改 定 記 号  変更日付

形　　　式

定      格

診断実施者

表示板
筐体

表示板
副制御部

表示板
表示部

表示板
電源部

　　　年　　　　月 　　　年　　　　月 　　　年　　　　月 　　　年　　　　月

○ ○ ○

　　　　　なお、重要度欄に○印のある部位は、部位の劣化時に機器全体での更新が望ましい部位を示し、これらの条件を検討し、機器の更新、又は部位単位での更新・修理を行うものとする。

備考２．換算評価点が40点以上となる部位については、更新又は修理の必要性、保守部品が無くなり保守不能となるまでの期間、及び部位単位での更新・修理の費用を確認する。

項　　　目

製造年月

特記事項

１．経過年数

２．環境条件

３．保全記録

４．製造中止部品

５．性能試験

重要度

　　　年　　　　月

耐雷変圧器盤

　　　年　　　　月

備考

H    年   月　　日

機側操作盤

換算評価点

設備名称

診断日

付表1.1.1  道路情報表示設備：　HL形表示機　一次機能維持総合診断表

設置場所

用　　途

製造者名

仕　　　様

　　　　　但し、二次診断実施後の2年間に実施する一次診断にて、評価点に著しい変化がない場合は、その時点における二次診断は実施しないものとする。

　　　　　なお、重要度に○印のある部位が30点を超えた場合は、機器全体での二次診断を行うものとする。

備考１．換算評価点が３０点を超え40点未満となった部位については、二次診断を実施するものとする。

診断のまとめ

製造年月

換算評価点

付
1
‐
1
3



改 定 記 号  変更日付

形　　　式

定      格

診断実施者

表示板
筐体

表示板
副制御部

表示板
表示部

表示板
電源部

　　　年　　　　月 　　　年　　　　月 　　　年　　　　月 　　　年　　　　月

○ ○ ○

備考３．重要度欄に○印のある部位については、機器全体での更新が望ましい部位を示し、これらの条件を検討し、機器の更新・延命化等の対策を行うものとする。

備考２．換算評価点が40点以上となる部位については、更新又は修理の必要性、保守部品が無くなり保守不能となるまでの期間、及び部位単位での更新・修理の費用を確認する。

診断のまとめ

備考１．換算評価点欄において、二次診断を行わない部位については一次診断における換算評価点を転記する。

５．稼働状況

６．機能維持

７．性能試験

設備名称

診断日

付表1.1.2　 道路情報表示設備：　HL形表示機　二次機能維持総合診断表

設置場所

用　　途

製造者名

仕　　　様

機側操作盤 耐雷変圧器盤

H    年   月　　日

備考

換算評価点

　　　年　　　　月

１．経過年数

２．環境条件

項　　　目

製造年月 　　　年　　　　月

製造年月

特記事項

換算評価点

３．保全記録

４．製造中止部品

重要度

　　　　　これらの条件を検討し、機器の更新、又は部位単位での更新・修理を行うものとする。

付
1
‐
1
4



改 定 記 号  変更日付

形　　　式

定      格

診断実施者

表示板
筐体

表示板
副制御部

表示板
表示部

表示板
電源部

　　　年　　　　月 　　　年　　　　月 　　　年　　　　月 　　　年　　　　月

○ ○ ○

製造年月

換算評価点

　　　　　但し、二次診断実施後の2年間に実施する一次診断にて、評価点に著しい変化がない場合は、その時点における二次診断は実施しないものとする。

　　　　　なお、重要度に○印のある部位が30点を超えた場合は、機器全体での二次診断を行うものとする。

備考１．換算評価点が３０点を超え40点未満となった部位については、二次診断を実施するものとする。

診断のまとめ

設備名称

診断日

付表1.2.1  道路情報表示設備：　Ａ形・Ａ２形電光式表示機　一次機能維持総合診断表

設置場所

用　　途

製造者名

仕　　　様

機側操作盤

換算評価点

H    年   月　　日

　　　年　　　　月

耐雷変圧器盤

　　　年　　　　月

備考

４．製造中止部品

５．性能試験

重要度

　　　　　なお、重要度欄に○印のある部位は、部位の劣化時に機器全体での更新が望ましい部位を示し、これらの条件を検討し、機器の更新、又は部位単位での更新・修理を行うものとする。

備考２．換算評価点が40点以上となる部位については、更新又は修理の必要性、保守部品が無くなり保守不能となるまでの期間、及び部位単位での更新・修理の費用を確認する。

項　　　目

製造年月

特記事項

１．経過年数

２．環境条件

３．保全記録

付
1
‐
1
5



改 定 記 号  変更日付

形　　　式

定      格

診断実施者

表示板
筐体

表示板
副制御部

表示板
表示部

表示板
電源部

　　　年　　　　月 　　　年　　　　月 　　　年　　　　月 　　　年　　　　月

○ ○ ○

　　　　　これらの条件を検討し、機器の更新、又は部位単位での更新・修理を行うものとする。

製造年月

特記事項

換算評価点

３．保全記録

４．製造中止部品

重要度

換算評価点

　　　年　　　　月

１．経過年数

２．環境条件

項　　　目

製造年月 　　　年　　　　月

備考

H    年   月　　日

機側操作盤 耐雷変圧器盤

設備名称

診断日

付表1.2.2　 道路情報表示設備：　Ａ形・Ａ２形電光式表示機　二次機能維持総合診断表

設置場所

用　　途

製造者名

仕　　　様

５．稼働状況

６．機能維持

７．性能試験

備考３．重要度欄に○印のある部位については、機器全体での更新が望ましい部位を示し、これらの条件を検討し、機器の更新・延命化等の対策を行うものとする。

備考２．換算評価点が40点以上となる部位については、更新又は修理の必要性、保守部品が無くなり保守不能となるまでの期間、及び部位単位での更新・修理の費用を確認する。

診断のまとめ

備考１．換算評価点欄において、二次診断を行わない部位については一次診断における換算評価点を転記する。

付
1
‐
1
6



改 定 記 号  変更日付

形　　　式

定      格

診断実施者

操作機
（ＩＰ対応ＭＣ）

制御機
（平成元年仕様ＭＣ）

　　　年　　　　月 　　　年　　　　月 　　　年　　　　月 　　　年　　　　月

－

－

一次診断のみ

製造年月

特記事項

換算評価点

３．保全記録

４．製造中止部品

備考

換算評価点

５．ＯＳのサポート
　　状況（操作機）

６．機能維持

７．性能試験

１．経過年数

２．環境条件

項　　　目

製造年月 　　　年　　　　月

H    年   月　　日

　　　年　　　　月

備考

設備名称

診断日

付表1.3.1　 道路情報表示設備：　主制御機　一次機能維持総合診断表

設置場所

用　　途

製造者名

仕　　　様

診断のまとめ

　　　　　なお、制御機（平成元年仕様ＭＣ）については、制御機に接続される情報板のＩＰ化によるＩＰ対応ＭＣへの収納替え、延命化等による継続使用の検討等も含めて確認する。

　　　　　処理部（サーバ）のＯＳのサポート終了までの期間等を確認し、機器単位での更新・修理の費用を確認する。これらの条件を検討し、機器の更新・修理を行うものとする。

　　　　　但し、二次診断実施後の2年間に実施する一次診断にて、評価点に著しい変化がない場合は、その時点における二次診断は実施しないものとする。

備考２．換算評価点が40点以上となる機器については、更新又は修理の必要性、保守部品が無くなり保守不能となるまでの期間、処理部(サーバ）の保守中止により保守不能となるまでの期間、

備考１．算評価点が３０点を超え40点未満となった機器については二次診断を実施するものとする（制御機のみ対象）。

付
1
‐
1
7



改 定 記 号  変更日付

形　　　式

定      格

診断実施者

操作機
（ＩＰ対応ＭＣ）

制御機
（平成元年仕様ＭＣ）

　　　年　　　　月 　　　年　　　　月 　　　年　　　　月 　　　年　　　　月

一次診断の評価点を転記

診断のまとめ

　　　　　処理部（サーバ）のＯＳのサポート終了までの期間等を確認し、機器単位での更新・修理の費用を確認する。これらの条件を検討し、機器の更新・修理を行うものとする。

　　　　　なお、制御機（平成元年仕様ＭＣ）については、制御機に接続される情報板のＩＰ化によるＩＰ対応ＭＣへの収納替え、延命化等による継続使用の検討等も含めて確認する。

備考２．換算評価点が40点以上となる機器については、更新又は修理の必要性、保守部品が無くなり保守不能となるまでの期間、処理部（サーバ）の保守中止により保守不能となるまでの期間、

備考１．操作機（ＩＰ対応ＭＣ）では二次診断を行わないため、一次診断における評価点を転記する。

５．稼働状況（制御機）
　　又はＯＳのサポート
　　状況（操作機）

６．機能維持

７．性能試験

設備名称

診断日

付表1.3.2　 道路情報表示設備：　主制御機　二次機能維持総合診断表

設置場所

用　　途

製造者名

仕　　　様

H    年   月　　日

備考

換算評価点

　　　年　　　　月

１．経過年数

２．環境条件

項　　　目

製造年月 　　　年　　　　月

製造年月

特記事項

換算評価点

３．保全記録

４．製造中止部品

備考

付
1
‐
1
8



改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×Ｃ）

備考

評価点

0

2

4

5

（小計） 5

① 3

② 3

③ 3

⑤ 3

（小計） 12

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

0 -

（小計） 0

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計および換算評価点Ｄの合計はそれを除いた評価点とする。

（注２）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

8≦K1＜12

12≦K1＜15

15≦K1

凍結防止剤の散布状況

腐食性ガス

修繕発生の頻度（過去１年間）

修繕履歴（過去５年間）

5

評価点Ｂが１項
目でも3点の場合
Ｄ欄は５点とす
る。

塗装剥離・発錆に
対する修繕の記録
による。

診
断
の
ま
と
め

（60点換算評価）

その他

換算評価点合計

点検時の特記
事項　（注２）

　H  　年　　月　　日

付表2.1.1 　道路情報表示設備： HL形表示機  表示板・筐体　一次機能維持診断表

設置場所

設備名称

用　　途

仕　　　様
製造者名

製造年月

製造番号

診断日 診断実施者

一次

項　　　目 Ｎｏ． 診　　断　　項　　目
評価

配分点
Ａ

診　　断　　結　　果

１．経過年数
① 5

10

経過年数　（K1）

K1＜8

20

４．製造中止部品
製造中止部品・代替品・保守部品の有無

３．保全記録

点検時の再調整箇所の有無（過去５年間）

２．環境条件

塩害

道路交通量

５．性能試験 0 該当項目なし

25

-

　
　　付1‐19



改定記号 　 変更日付

形　　　式

定　　　格

天候 温度 湿度

℃ ％

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

（小計） 5 10

（小計） 15 5
評価点Ｂが3点以
上の場合Ｄ欄は5
点とする。

（小計） 17 20

（小計） 9 25

0 －

（小計） 0

① 5

② 5

③ 9

（小計） 19

0 －

（小計） 0

該当項目なし

25

評価点Ｂが1項
目でも9点の場
合Ｄ欄は25点と
する。

0 －

製造中止部品・代替品・保守部品の有無　　(注２）

点検時の再調整箇所の有無、故障・修理履歴、故障発
生の頻度　　　（注２）

　経過年数　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　環境条件　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

診
断
の
ま
と
め

（85点換算評価）

－７．性能試験

換算評価点合計

0 該当項目なし

H　　年　　月　　日

診断実施者

付表2.1.2  道路情報表示設備： ＨＬ形表示機　表示板・筐体　二次機能維持診断表
設置場所

１．経過年数

診　　断　　項　　目Ｎｏ．

診　断　結　果

仕　　様

評価
配分点

Ａ

診断日

４．製造中止部品

３．保全記録

項　　　目

用　　途

製造者名

２．環境条件

二次

製造年月

製造番号

設備名称

(注３）二次診断実施後２年間は、一次診断における評価点に著しい変化が無い場合は二次診断は行わないものとする。

（注２） １項の経過年数、２項の環境条件、３項の保全記録、４項の製造中止部品の評価点Ｂ及び換算評価点Ｄは、

（注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

　　　　一次機能維持診断における評価点Ｂ及び換算評価点Ｄを、Ｂ欄およびＤ欄に転記する。

５．稼動状況

６．機能維持
紫外線による劣化

塗装剥離、発錆、腐食

歪の発生

　
　　付1‐20



改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×Ｃ）

備考

評価点

0

2

4

5

（小計） 5

① 3

② 3

③ 3

④ 3

（小計） 12

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

① 規定値以内 9

9

9

（小計） 27

（注３）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

評価点Ｂが１項
目でも9点の場合
Ｄ欄は20点とす
る。

換算評価点合計

点検時の特記
事項　（注３）診

断
の
ま
と
め

（80点換算評価）

20

(注２）各部の電圧のトレンド及び送受信信号出力のトレンド確認は、直近２年間の点検データによる。

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

20

25

その他

４．製造中止部品
製造中止部品・代替品・保守部品の有無

最低受信感度：－35ｄBｍ
５．性能試験

8≦K1＜12

12≦K1＜15

15≦K1

②

各部の電圧のトレン
ド確認（注２）

直流電源回路

送信レベル：－15ｄBｍ～0ｄBｍ送受信信号出力
のトレンド確認

（注２）

5

３．保全記録

点検時の再調整箇所の有無（過去５年間）

２．環境条件

塩害

道路交通量

凍結防止剤の散布状況

腐食性ガス

故障発生の頻度（過去１年間）

故障・修理履歴（過去５年間）

診　　断　　結　　果

１．経過年数
① 5

10

経過年数　（K1）

K1＜8

項　　　目 Ｎｏ． 診　　断　　項　　目
評価

配分点
Ａ

一次

診断日 診断実施者

仕　　　様

　H  　年　　月　　日

付表2.1.3  道路情報表示設備：HL形表示機　表示板・副制御部　一次機能維持診断表

設置場所

設備名称

製造者名

用　　途

評価点Ｂが１項
目でも3点の場合
Ｄ欄は５点とす
る。

製造番号

製造年月
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改定記号 　 変更日付

形　　　式

定　　　格

天候 温度 湿度

℃ ％

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

（小計） 5 10

（小計） 15 5
評価点Ｂが3点以
上の場合Ｄ欄は５
点とする。

（小計） 17 20

（小計） 9 25

① 5

（小計） 5

① 5

② 5

③ 5

④ 5

⑤ 5

（小計） 25

① 規定値以内 9

9

9

（小計） 27

６．機能維持 10

収納筐体の歪

過熱臭などの異臭の発生
５．稼動状況 10

(注５）二次診断実施後２年間は、一次診断における評価点に著しい変化が無い場合は二次診断は行わないものとする。

　経過年数　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　環境条件　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

点検時の再調整箇所の有無、故障・修理履歴、故障発
生の頻度　　（注２）

製造中止部品・代替品・保守部品の有無　　(注２）

換算評価点合計

７．性能試験 ②

（注３）基板の診断は、基板を実装した状態での観察により行うものとする。

３．保全記録

評価点Ｂが１項
目でも9点の場
合Ｄ欄は20点と
する。

診
断
の
ま
と
め

（１００点換算評価）

送信レベル：-15dBm～0dBm

最低受信感度：-35ｄBm

20

回路部品（基板）の変色、変質、変形、腐食、粉塵付着　　　　（注３）

収納筐体の塗装剥離、発錆、腐食

電源部の発錆、腐食、粉塵付着

H　　年　　月　　日

診断実施者

付表2.1.4　道路情報表示設備：ＨＬ形表示機　表示板・副制御部　二次機能維持診断表
設置場所

１．経過年数

診　　断　　項　　目Ｎｏ．

診　断　結　果

仕　　様

評価
配分点

Ａ
項　　　目

設備名称

製造者名

２．環境条件

製造年月

製造番号

二次

診断日

用　　途

４．製造中止部品

　　　　二次診断時に各部の電圧及び送受信出力を測定し、直近2年間の点検データとあわせて変化のトレンドを確認する。

（注４）７項の性能試験の②「各部の電圧のトレンド確認」、③「送受信信号出力のトレンド確認」の診断においては、

（注２） １項の経過年数、２項の環境条件、３項の保全記録、４項の製造中止部品の評価点Ｂ及び換算評価点Ｄは、

（注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

　　　　一次機能維持診断における評価点Ｂ及び換算評価点Ｄを、Ｂ欄およびＤ欄に転記する。

送受信信号出力の
トレンド確認

（注４）

直流電源回路
各部の電圧のトレンド

確認　（注４）

配線・配線接続部の変色、変質、腐食、粉塵付着
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改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×Ｃ）

備考

評価点

0

2

4

5

（小計） 5

① 3

② 3

③ 3

④ 3

（小計） 12

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

① 9

（小計） 9

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

(注２）点検時の見え方確認にて、表示部の性能低下に関わる状況が確認された場合に評価を行う。

（注３）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

３．保全記録 20

25

２．環境条件

塩害

道路交通量

凍結防止剤の散布状況

腐食性ガス

４．製造中止部品
製造中止部品・代替品・保守部品の有無

５．性能試験

故障発生の頻度（過去１年間）

20

故障・修理履歴（過去５年間）

評価
配分点

Ａ

診　　断　　結　　果

10

点検時の再調整箇所の有無（過去５年間）

12≦K1＜15

15≦K1

5

１．経過年数
① 5

経過年数　（K1）

K1＜8

8≦K1＜12

項　　　目 Ｎｏ． 診　　断　　項　　目

診断実施者

一次

製造番号

診断日

設備名称

用　　途

仕　　　様
製造者名

製造年月

　H  　年　　月　　日

付表2.1.5　道路情報表示設備：HL形表示機　表示板・表示部　一次機能維持診断表

設置場所

診
断
の
ま
と
め

（80点換算評価）

表示状況の確認（不点灯、輝度低下） 　  （注２）

その他

換算評価点合計

点検時の特記
事項　（注３）

評価点Ｂが１項
目でも3点の場合
Ｄ欄は5点とす
る。
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改定記号 　 変更日付

形　　　式

定　　　格

天候 温度 湿度

℃ ％

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

（小計） 5 10

（小計） 15 5
評価点Ｂが3点以
上の場合Ｄ欄は５
点とする。

（小計） 17 20

（小計） 9 25

① 5

（小計） 5

① 5

② 5

③ 5

④ 5

（小計） 20

① 9

（小計） 9

10

過熱臭などの異臭の状態

ＬＥＤユニットの紫外線による劣化

配線・配線接続部の変色、変質、腐食、粉塵付着

回路部品（基板）の変色、変質、変形、腐食、粉塵付着　　　（注３）

ＬＥＤユニットの発錆、腐食

製造中止部品・代替品・保守部品の有無　　(注２）

点検時の再調整箇所の有無、故障・修理履歴、故障発
生の頻度　　　（注２）

　経過年数　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　環境条件　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

診
断
の
ま
と
め

（１００点換算評価）

７．性能試験

換算評価点合計

20

表示状況の確認（不点灯、輝度低下） 　　　　（注４）

H　　年　　月　　日

診断実施者

付表2.1.6　道路情報表示設備：ＨＬ形表示機　表示板・表示部　二次機能維持診断表
設置場所

１．経過年数

診　　断　　項　　目Ｎｏ．

診　断　結　果

仕　　様

評価
配分点

Ａ

診断日

４．製造中止部品

３．保全記録

項　　　目

用　　途

製造者名

２．環境条件

二次

製造年月

製造番号

設備名称

(注５）二次診断実施後２年間は、一次診断における評価点に著しい変化が無い場合は二次診断は行わないものとする。

（注４）７項の表示状況の確認は、一次診断の診断結果に関わらず、二次診断における確認結果により診断評価を行う。

（注２） １項の経過年数、２項の環境条件、３項の保全記録、４項の製造中止部品の評価点Ｂ及び換算評価点Ｄは、

（注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

　　　　一次機能維持診断における評価点Ｂ及び換算評価点Ｄを、Ｂ欄およびＤ欄に転記する。

（注３）基板の診断は、基板を実装した状態での観察により行うものとする。

10５．稼動状況

６．機能維持
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改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×Ｃ）

備考

評価点

0

2

4

5

（小計） 5

① 3

② 3

③ 3

④ 3

（小計） 12

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

① 9 － 二次診断にて測定

② 規定値以内 9

（小計） 18

用　　途

評価点Ｂが１項
目でも3点の場合
Ｄ欄は５点とす
る。

製造番号

製造年月

　H  　年　　月　　日

付表2.1.7  道路情報表示設備：HL形表示機　表示板・電源部　一次機能維持診断表

設置場所

設備名称

製造者名
仕　　　様

Ｎｏ． 診　　断　　項　　目
評価

配分点
Ａ

一次

診断日 診断実施者

診　　断　　結　　果

１．経過年数
① 5

10

経過年数　（K1）

K1＜8

項　　　目

３．保全記録

点検時の再調整箇所の有無（過去５年間）

２．環境条件

塩害

道路交通量

凍結防止剤の散布状況

腐食性ガス

故障発生の頻度（過去１年間）

故障・修理履歴（過去５年間）

8≦K1＜12

12≦K1＜15

15≦K1

（絶縁抵抗測定）

20

25

その他

４．製造中止部品
製造中止部品・代替品・保守部品の有無

５．性能試験

5

（注３）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

換算評価点合計

点検時の特記
事項　（注３）診

断
の
ま
と
め

（80点換算評価）

(注２）各部の電圧のトレンド及び送受信信号出力のトレンド確認は、直近２年間の点検データによる。

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

各部の電圧のトレン
ド確認（注２）

直流電源回路
評価点Ｂが９点
の場合Ｄ欄は20
点とする。

20
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改定記号 　 変更日付

形　　　式

定　　　格

天候 温度 湿度

℃ ％

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

（小計） 5 10

（小計） 15 5
評価点Ｂが3点以
上の場合Ｄ欄は５
点とする。

（小計） 17 20

（小計） 9 25

① 5

（小計） 5

① 5

② 5

（小計） 10

①
10MΩ
以上

9

② 規定値以内 9

（小計） 18

絶縁抵抗測定（単体）
(相対湿度80%以下)

（注３）

Ｎｏ．

診　断　結　果

評価点Ｂが１項
目でも9点の場
合Ｄ欄は20点と
する。

配線・配線接続部の変色、変質、腐食、粉塵付着

回路部品の変色、変質、変形、腐食、粉塵付着

(注５）二次診断実施後２年間は、一次診断における評価点に著しい変化が無い場合は二次診断は行わないものとする。

　　　　絶縁の劣化傾向を診断する。

４．製造中止部品

（注４）７項の②「各部の電圧のトレンド確認」の診断においては、二次診断時に各部の電圧及び送受信出力を測定し、

（注３）７項の①「絶縁抵抗測定」は、本診断時および前回の二次診断における測定値、メーカ出荷時の測定値等により

（注２） １項の経過年数、２項の環境条件、３項の保全記録、４項の製造中止部品の評価点Ｂ及び換算評価点Ｄは、

（注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

　　　　一次機能維持診断における評価点Ｂ及び換算評価点Ｄを、Ｂ欄およびＤ欄に転記する。

電源入力回路と筐体間
（５００Ｖメガー使用）

　経過年数　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

用　　途

１．経過年数

診断日

診　　断　　項　　目

製造者名
仕　　様

評価
配分点

Ａ
項　　　目

設備名称

製造年月

製造番号

二次

直流電源回路

H　　年　　月　　日

診断実施者

付表2.1.8　道路情報表示設備：ＨＬ形表示機　表示板・電源部　二次機能維持診断表
設置場所

２．環境条件

診
断
の
ま
と
め

（１００点換算評価）

20７．性能試験

換算評価点合計

各部の電圧のトレンド
確認　（注４）

　環境条件　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

点検時の再調整箇所の有無、故障・修理履歴、故障発
生の頻度　　　　（注２）

製造中止部品・代替品・保守部品の有無　　(注２）

　　　　直近2年間の点検データとあわせて変化のトレンドを確認する。

10

３．保全記録

６．機能維持 10

過熱臭などの異臭の状態
５．稼動状況
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改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×Ｃ）

備考

評価点

0

2

4

5

（小計） 5

① 3

② 3

③ 3

④ 3

（小計） 12

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

① 0 -

（小計） 0

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

(注２）点検時の見え方確認にて、表示部の性能低下に関わる状況が確認された場合に評価を行う。

（注３）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

-

（80点換算評価）

該当項目なし

その他

換算評価点合計

点検時の特記
事項　（注３）

　H  　年　　月　　日

付表2.1.9　道路情報表示設備：HL形表示機　機側操作盤　一次機能維持診断表

設置場所

設備名称

用　　途

仕　　　様
製造者名

製造年月

製造番号

診断日 診断実施者

一次

項　　　目 Ｎｏ． 診　　断　　項　　目

１．経過年数
① 5

経過年数　（K1）

K1＜8

8≦K1＜12

12≦K1＜15

15≦K1

評価
配分点

Ａ

診　　断　　結　　果

10

故障発生の頻度（過去１年間）

5

評価点Ｂが１項
目でも3点の場合
Ｄ欄は５点とす
る。

２．環境条件

塩害

道路交通量

凍結防止剤の散布状況

腐食性ガス

診
断
の
ま
と
め

３．保全記録

５．性能試験 20

故障・修理履歴（過去５年間）

点検時の再調整箇所の有無（過去５年間）

20

25４．製造中止部品
製造中止部品・代替品・保守部品の有無
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改定記号 　 変更日付

形　　　式

定　　　格

天候 温度 湿度

℃ ％

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

（小計） 5 10

（小計） 15 5
評価点Ｂが3点以
上の場合Ｄ欄は５
点とする。

（小計） 17 20

（小計） 9 25

① 5

（小計） 5

① 5

② 5

③ 5

④ 5

⑤ 5

⑥ 5

（小計） 30

0 －

（小計） 0

５．稼動状況

６．機能維持

筐体の歪の発生

過熱臭などの異臭の状態

筐体の紫外線による劣化

配線・配線接続部の変色、変質、腐食、粉塵付着

回路部品（基板等）の変色、変質、変形、腐食、粉塵付着

筐体の塗装剥離、発錆、腐食、

(注３）二次診断実施後２年間は、一次診断における評価点に著しい変化が無い場合は二次診断は行わないものとする。

（注２） １項の経過年数、２項の環境条件、３項の保全記録、４項の製造中止部品の評価点Ｂ及び換算評価点Ｄは、

（注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

　　　　一次機能維持診断における評価点Ｂ及び換算評価点Ｄを、Ｂ欄およびＤ欄に転記する。

製造年月

製造番号

設備名称

４．製造中止部品

３．保全記録

項　　　目

用　　途

製造者名

２．環境条件

二次

１．経過年数

診　　断　　項　　目Ｎｏ．

診　断　結　果

仕　　様

評価
配分点

Ａ

診断日

H　　年　　月　　日

診断実施者

付表2.1.10　道路情報表示設備：ＨＬ形表示機　機側操作盤　二次機能維持診断表
設置場所

診
断
の
ま
と
め

（100点換算評価）

－７．性能試験

換算評価点合計

20 該当項目なし

製造中止部品・代替品・保守部品の有無　　(注２）

点検時の再調整箇所の有無、故障・修理履歴、故障発
生の頻度　　　（注２）

　経過年数　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　環境条件　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

操作部の操作性悪化

10

10
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改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×Ｃ）

備考

評価点

0

2

4

5

（小計） 5

① 3

② 3

③ 3

④ 3

（小計） 12

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

0 －

（小計） 0

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

（注２）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

５．性能試験 20

故障・修理履歴（過去５年間）

点検時の再調整箇所の有無（過去５年間）

20

25４．製造中止部品
製造中止部品・代替品・保守部品の有無

２．環境条件

塩害

道路交通量

凍結防止剤の散布状況

腐食性ガス

5

故障発生の頻度（過去１年間）
３．保全記録

評価点Ｂが１項
目でも3点の場合
Ｄ欄は５点とす
る。

評価
配分点

Ａ

診　　断　　結　　果

10
5

15≦K1

項　　　目 Ｎｏ． 診　　断　　項　　目

１．経過年数
①

経過年数　（K1）

K1＜8

8≦K1＜12

12≦K1＜15

一次

診断日 診断実施者

用　　途

仕　　　様
製造者名

製造年月

製造番号

該当項目なし
二次診断にて実
施

　H  　年　　月　　日

付表2.1.11　道路情報表示設備：HL形表示機　耐雷変圧器盤　一次機能維持診断表

設置場所

設備名称

－

（80点換算評価）

その他

換算評価点合計

点検時の特記
事項　（注２）診

断
の
ま
と
め
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改定記号 　 変更日付

形　　　式

定　　　格

天候 温度 湿度

℃ ％

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

（小計） 5 10

（小計） 15 5
評価点Ｂが3点以
上の場合Ｄ欄は５
点とする。

（小計） 17 20

（小計） 9 25

① 5

（小計） 5

① 5

② 5

③ 5

④ 5

⑤ 5

（小計） 25

① 10ＭΩ以上 9

② 10ＭΩ以上 9

③ 10ＭΩ以上 9

（小計） 27

10

10

製造中止部品・代替品・保守部品の有無　　(注２）

点検時の再調整箇所の有無、故障・修理履歴、故障発
生の頻度　　　（注２）

　経過年数　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　環境条件　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

診
断
の
ま
と
め

（100点換算評価）

７．性能試験

換算評価点合計

20

評価点Ｂが１項
目でも９点の場
合Ｄ欄は20点と
する。

H　　年　　月　　日

診断実施者

付表2.1.12　道路情報表示設備：ＨＬ形表示機　耐雷変圧器盤　二次機能維持診断表
設置場所

１．経過年数

診　　断　　項　　目Ｎｏ．

診　断　結　果

仕　　様

評価
配分点

Ａ

診断日

４．製造中止部品

３．保全記録

項　　　目

用　　途

製造者名

２．環境条件

二次

製造年月

製造番号

設備名称

５．稼動状況

６．機能維持

筐体の歪の発生

過熱臭などの異臭の状態

筐体の紫外線による劣化

鉄心の腐食、発錆

配線・配線接続部の変色、変質、腐食、粉塵付着

筐体の塗装剥離、発錆、腐食、

(注４）二次診断実施後２年間は、一次診断における評価点に著しい変化が無い場合は二次診断は行わないものとする。

絶縁抵抗測定（単体）
（相対湿度80％以下、

５００Ｖメガ使用）
（注３）

1次側回路と筐体間

2次側回路と筐体間

1次側回路と2次側回路間

(注３）絶縁抵抗測定は、本診断の測定値および前回の二次診断における測定値、メーカ納入時の測定値等により

（注２） １項の経過年数、２項の環境条件、３項の保全記録、４項の製造中止部品の評価点Ｂ及び換算評価点Ｄは、

（注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

　　　　一次機能維持診断における評価点Ｂ及び換算評価点Ｄを、Ｂ欄およびＤ欄に転記する。

　　　　絶縁の劣化傾向を診断する。
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改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×Ｃ）

備考

評価点

0

2

4

5

（小計） 5

① 3

② 3

③ 3

⑤ 3

（小計） 12

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

0 -

（小計） 0

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計および換算評価点Ｄの合計はそれを除いた評価点とする。

（注２）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

8≦K1＜12

12≦K1＜15

15≦K1

凍結防止剤の散布状況

腐食性ガス

修繕発生の頻度（過去１年間）

修繕履歴（過去５年間）

5

評価点Ｂが１項
目でも3点の場合
Ｄ欄は５点とす
る。

塗装剥離・発錆に
対する修繕の記録
による。

診
断
の
ま
と
め

（60点換算評価）

その他

換算評価点合計

点検時の特記
事項　（注２）

　H  　年　　月　　日

付表2.2.1  道路情報表示設備：Ａ形・Ａ２形電光式表示機  表示板・筐体　一次機能維持診断表

設置場所

設備名称

用　　途

仕　　　様
製造者名

製造年月

製造番号

診断日 診断実施者

一次

項　　　目 Ｎｏ． 診　　断　　項　　目
評価

配分点
Ａ

診　　断　　結　　果

１．経過年数
① 5

10

経過年数　（K1）

K1＜8

20

４．製造中止部品
製造中止部品・代替品・保守部品の有無

３．保全記録

点検時の再調整箇所の有無（過去５年間）

２．環境条件

塩害

道路交通量

５．性能試験 0 該当項目なし

25

-
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改定記号 　 変更日付

形　　　式

定　　　格

天候 温度 湿度

℃ ％

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

（小計） 5 10

（小計） 15 5
評価点Ｂが3点以
上の場合Ｄ欄は5
点とする。

（小計） 17 20

（小計） 9 25

0 －

（小計） 0

① 5

② 5

③ 9

（小計） 19

－

（小計） 0

該当項目なし

25

評価点Ｂが1項
目でも9点の場
合Ｄ欄は25点と
する。

0 －

製造中止部品・代替品・保守部品の有無　　(注２）

点検時の再調整箇所の有無、故障・修理履歴、故障発
生の頻度　　　（注２）

　経過年数　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　環境条件　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

診
断
の
ま
と
め

（85点換算評価）

－７．性能試験

換算評価点合計

0 該当項目なし

H　　年　　月　　日

診断実施者

付表2.2.2　道路情報表示設備：Ａ形・Ａ２形電光式表示機　表示板・筐体　二次機能維持診断表

設置場所

１．経過年数

診　　断　　項　　目Ｎｏ．

診　断　結　果

仕　　様

評価
配分点

Ａ

診断日

４．製造中止部品

３．保全記録

項　　　目

用　　途

製造者名

２．環境条件

二次

製造年月

製造番号

設備名称

(注３）二次診断実施後２年間は、一次診断における評価点に著しい変化が無い場合は二次診断は行わないものとする。

（注２） １項の経過年数、２項の環境条件、３項の保全記録、４項の製造中止部品の評価点Ｂ及び換算評価点Ｄは、

（注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

　　　　一次機能維持診断における評価点Ｂ及び換算評価点Ｄを、Ｂ欄およびＤ欄に転記する。

５．稼動状況

６．機能維持
紫外線による劣化

塗装剥離、発錆、腐食

歪の発生
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改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×Ｃ）

備考

評価点

0

2

4

5

（小計） 5

① 3

② 3

③ 3

④ 3

（小計） 12

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

① 規定値以内 9

9

9

（小計） 27

（注３）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

評価点Ｂが１項
目でも9点の場合
Ｄ欄は20点とす
る。

換算評価点合計

点検時の特記
事項　（注３）診

断
の
ま
と
め

（80点換算評価）

20

(注２）各部の電圧のトレンド及び送受信信号出力のトレンド確認は、直近２年間の点検データによる。

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

20

25

その他

４．製造中止部品
製造中止部品・代替品・保守部品の有無

最低受信感度：－35ｄBｍ
５．性能試験

8≦K1＜12

12≦K1＜15

15≦K1

②

各部の電圧のトレン
ド確認（注２）

直流電源回路

送信レベル：－15ｄBｍ～0ｄBｍ送受信信号出力
のトレンド確認

（注２）

5

３．保全記録

点検時の再調整箇所の有無（過去５年間）

２．環境条件

塩害

道路交通量

凍結防止剤の散布状況

腐食性ガス

故障発生の頻度（過去１年間）

故障・修理履歴（過去５年間）

診　　断　　結　　果

１．経過年数
① 5

10

経過年数　（K1）

K1＜8

項　　　目 Ｎｏ． 診　　断　　項　　目
評価

配分点
Ａ

一次

診断日 診断実施者

仕　　　様

　H  　年　　月　　日

付表2.2.3  道路情報表示設備： Ａ形・Ａ２形電光式表示機　表示板・副制御部　一次機能維持診断表

設置場所

設備名称

製造者名

用　　途

評価点Ｂが１項
目でも3点の場合
Ｄ欄は５点とす
る。

製造番号

製造年月
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改定記号 　 変更日付

形　　　式

定　　　格

天候 温度 湿度

℃ ％

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

（小計） 5 10

（小計） 15 5
評価点Ｂが3点以
上の場合Ｄ欄は５
点とする。

（小計） 17 20

（小計） 9 25

① 5

（小計） 5

① 5

② 5

③ 5

④ 5

⑤ 5

（小計） 25

① 規定値以内 9

9

9

（小計） 27

６．機能維持 10

収納筐体の歪

過熱臭などの異臭の発生
５．稼動状況 10

(注５）二次診断実施後２年間は、一次診断における評価点に著しい変化が無い場合は二次診断は行わないものとする。

　経過年数　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　環境条件　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

点検時の再調整箇所の有無、故障・修理履歴、故障発
生の頻度　　（注２）

製造中止部品・代替品・保守部品の有無　　(注２）

換算評価点合計

７．性能試験 ②

（注３）基板の診断は、基板を実装した状態での観察により行うものとする。

３．保全記録

評価点Ｂが１項
目でも9点の場
合Ｄ欄は20点と
する。

診
断
の
ま
と
め

（１００点換算評価）

送信レベル：-15dBm～0dBm

最低受信感度：-35ｄBm

20

回路部品（基板）の変色、変質、変形、腐食、粉塵付着　　　　（注３）

収容筐体の塗装剥離、発錆、腐食

電源部の発錆、腐食、粉塵付着

H　　年　　月　　日

診断実施者

付表2.2.4　道路情報表示設備： Ａ形・Ａ２形電光式表示機　表示板・副制御部　二次機能維持診断表

設置場所

１．経過年数

診　　断　　項　　目Ｎｏ．

診　断　結　果

仕　　様

評価
配分点

Ａ
項　　　目

設備名称

製造者名

２．環境条件

製造年月

製造番号

二次

診断日

用　　途

４．製造中止部品

　　　　二次診断時に各部の電圧及び送受信出力を測定し、直近2年間の点検データとあわせて変化のトレンドを確認する。

（注４）７項の性能試験の②「各部の電圧のトレンド確認」、③「送受信信号出力のトレンド確認」の診断においては、

（注２） １項の経過年数、２項の環境条件、３項の保全記録、４項の製造中止部品の評価点Ｂ及び換算評価点Ｄは、

（注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

　　　　一次機能維持診断における評価点Ｂ及び換算評価点Ｄを、Ｂ欄およびＤ欄に転記する。

送受信信号出力の
トレンド確認

（注４）

直流電源回路
各部の電圧のトレンド

確認　（注４）

配線・配線接続部の変色、変質、腐食、粉塵付着
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改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×Ｃ）

備考

評価点

0

2

4

5

（小計） 5

① 3

② 3

③ 3

④ 3

（小計） 12

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

0 －

（小計） 0

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

（注２）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

３．保全記録 20

25

２．環境条件

塩害

道路交通量

凍結防止剤の散布状況

腐食性ガス

４．製造中止部品
製造中止部品・代替品・保守部品の有無

５．性能試験

故障発生の頻度（過去１年間）

故障・修理履歴（過去５年間）

評価
配分点

Ａ

診　　断　　結　　果

10

点検時の再調整箇所の有無（過去５年間）

12≦K1＜15

15≦K1

5

１．経過年数
① 5

経過年数　（K1）

K1＜8

8≦K1＜12

項　　　目 Ｎｏ． 診　　断　　項　　目

診断実施者

一次

製造番号

診断日

設備名称

用　　途

仕　　　様
製造者名

製造年月

　H  　年　　月　　日

付表2.2.5　道路情報表示設備：Ａ形・Ａ２形電光式表示機　表示板・表示部　一次機能維持診断表

設置場所

診
断
の
ま
と
め

（80点換算評価）

該当項目なし

その他

換算評価点合計

点検時の特記
事項　（注２）

20

評価点Ｂが１項
目でも3点の場合
Ｄ欄は5点とす
る。

－
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改定記号 　 変更日付

形　　　式

定　　　格

天候 温度 湿度

℃ ％

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

（小計） 5 10

（小計） 15 5
評価点Ｂが3点以
上の場合Ｄ欄は５
点とする。

（小計） 17 20

（小計） 9 25

① 5

（小計） 5

① 5

② 5

③ 5

④ 5

① 5

② 5

（小計） 30

0 －

（小計） 0

10

点検時の再調整箇所の有無、故障・修理履歴、故障発
生の頻度　　　（注２）

２）
表示制御部

過熱臭などの異臭の発生

回路部品（基板）の変色、変質、変形、腐食、粉塵付着　　　（注３）

配線・配線接続部の変色、変質、腐食、粉塵付着

５．稼動状況

　環境条件　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

診
断
の
ま
と
め

（80点換算評価）

４．製造中止部品

３．保全記録

２．環境条件

10

回路部品（基板）の変色、変質、変形、腐食、粉塵付着　　　（注３）

筐体の塗装剥離、発錆、腐食

製造中止部品・代替品・保守部品の有無　　(注２）

－７．性能試験

換算評価点合計

20 該当項目なし

H　　年　　月　　日

診断実施者

付表2.2.6   道路情報表示設備： Ａ形・Ａ２形電光式表示機　表示板・表示部　二次機能維持診断表

設置場所

１．経過年数

診　　断　　項　　目Ｎｏ．

診　断　結　果

仕　　様

評価
配分点

Ａ

診断日

　経過年数　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

項　　　目

用　　途

製造者名

二次

製造年月

製造番号

設備名称

(注５）二次診断実施後２年間は、一次診断における評価点に著しい変化が無い場合は二次診断は行わないものとする。

（注４）７項の表示状況の確認は、一次診断の診断結果に関わらず、二次診断における確認結果により診断評価を行う。

（注２） １項の経過年数、２項の環境条件、３項の保全記録、４項の製造中止部品の評価点Ｂ及び換算評価点Ｄは、

（注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

　　　　一次機能維持診断における評価点Ｂ及び換算評価点Ｄを、Ｂ欄およびＤ欄に転記する。

（注３）基板の診断は、基板を実装した状態での観察により行うものとする。

筐体の紫外線による劣化

筐体の歪６
．
機
能
維
持

１）
電光ユニット
部
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改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×Ｃ）

備考

評価点

0

2

4

5

（小計） 5

① 3

② 3

③ 3

④ 3

（小計） 12

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

① 9 － 二次診断にて測定

② 規定値以内 9

（小計） 18

用　　途

評価点Ｂが１項
目でも3点の場合
Ｄ欄は５点とす
る。

製造番号

製造年月

　H  　年　　月　　日

付表2.2.7 　道路情報表示設備： Ａ形・Ａ２形電光式表示機　表示板・電源部　一次機能維持診断表

設置場所

設備名称

製造者名
仕　　　様

Ｎｏ． 診　　断　　項　　目
評価

配分点
Ａ

一次

診断日 診断実施者

診　　断　　結　　果

１．経過年数
① 5

10

経過年数　（K1）

K1＜8

項　　　目

３．保全記録

点検時の再調整箇所の有無（過去５年間）

２．環境条件

塩害

道路交通量

凍結防止剤の散布状況

腐食性ガス

故障発生の頻度（過去１年間）

故障・修理履歴（過去５年間）

8≦K1＜12

12≦K1＜15

15≦K1

（絶縁抵抗測定）

20

25

その他

４．製造中止部品
製造中止部品・代替品・保守部品の有無

５．性能試験

5

（注３）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

換算評価点合計

点検時の特記
事項　（注３）診

断
の
ま
と
め

（80点換算評価）

(注２）各部の電圧のトレンド及び送受信信号出力のトレンド確認は、直近２年間の点検データによる。

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

各部の電圧のトレン
ド確認（注２）

直流電源回路
評価点Ｂが９点
の場合Ｄ欄は20
点とする。

20
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改定記号 　 変更日付

形　　　式

定　　　格

天候 温度 湿度

℃ ％

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

（小計） 5 10

（小計） 15 5
評価点Ｂが3点以
上の場合Ｄ欄は５
点とする。

（小計） 17 20

（小計） 9 25

① 5

（小計） 5

① 5

② 5

（小計） 10

①
10MΩ
以上

9

② 規定値以内 9

（小計） 18

絶縁抵抗測定（単体）
(相対湿度80%以下)

（注３）

Ｎｏ．

診　断　結　果

評価点Ｂが１項
目でも9点の場
合Ｄ欄は20点と
する。

配線・配線接続部の変色、変質、腐食、粉塵付着

回路部品の変色、変質、変形、腐食、粉塵付着

(注５）二次診断実施後２年間は、一次診断における評価点に著しい変化が無い場合は二次診断は行わないものとする。

　　　　絶縁の劣化傾向を診断する。

４．製造中止部品

（注４）７項の②「各部の電圧のトレンド確認」の診断においては、二次診断時に各部の電圧及び送受信出力を測定し、

（注３）７項の①「絶縁抵抗測定」は、本診断時および前回の二次診断における測定値、メーカ出荷時の測定値等により

（注２） １項の経過年数、２項の環境条件、３項の保全記録、４項の製造中止部品の評価点Ｂ及び換算評価点Ｄは、

（注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

　　　　一次機能維持診断における評価点Ｂ及び換算評価点Ｄを、Ｂ欄およびＤ欄に転記する。

電源入力回路と筐体間
（５００Ｖメガー使用）

　経過年数　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

用　　途

１．経過年数

診断日

診　　断　　項　　目

製造者名
仕　　様

評価
配分点

Ａ
項　　　目

設備名称

製造年月

製造番号

二次

直流電源回路

H　　年　　月　　日

診断実施者

付表2.2.8　道路情報表示設備： Ａ形・Ａ２形電光式表示機　表示板・電源部　二次機能維持診断表

設置場所

２．環境条件

診
断
の
ま
と
め

（１００点換算評価）

20７．性能試験

換算評価点合計

各部の電圧のトレンド
確認　（注４）

　環境条件　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

点検時の再調整箇所の有無、故障・修理履歴、故障発
生の頻度　　　　（注２）

製造中止部品・代替品・保守部品の有無　　(注２）

　　　　直近2年間の点検データとあわせて変化のトレンドを確認する。

10

３．保全記録

６．機能維持 10

過熱臭などの異臭の発生
５．稼動状況
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改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×Ｃ）

備考

評価点

0

2

4

5

（小計） 5

① 3

② 3

③ 3

④ 3

（小計） 12

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

① 0 -

（小計） 0

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

(注２）点検時の見え方確認にて、表示部の性能低下に関わる状況が確認された場合に評価を行う。

（注３）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

-

（80点換算評価）

該当項目なし

その他

換算評価点合計

点検時の特記
事項　（注３）

　H  　年　　月　　日

付表2.2.9　道路情報表示設備： Ａ形・Ａ２形電光式表示機　機側操作盤　一次機能維持診断表

設置場所

設備名称

用　　途

仕　　　様
製造者名

製造年月

製造番号

診断日 診断実施者

一次

項　　　目 Ｎｏ． 診　　断　　項　　目

１．経過年数
① 5

経過年数　（K1）

K1＜8

8≦K1＜12

12≦K1＜15

15≦K1

評価
配分点

Ａ

診　　断　　結　　果

10

故障発生の頻度（過去１年間）

5

評価点Ｂが１項
目でも3点の場合
Ｄ欄は５点とす
る。

２．環境条件

塩害

道路交通量

凍結防止剤の散布状況

腐食性ガス

診
断
の
ま
と
め

３．保全記録

５．性能試験 20

故障・修理履歴（過去５年間）

点検時の再調整箇所の有無（過去５年間）

20

25４．製造中止部品
製造中止部品・代替品・保守部品の有無
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改定記号 　 変更日付

形　　　式

定　　　格

天候 温度 湿度

℃ ％

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

（小計） 5 10

（小計） 15 5
評価点Ｂが3点以
上の場合Ｄ欄は５
点とする。

（小計） 17 20

（小計） 9 25

① 5

（小計） 5

① 5

② 5

③ 5

④ 5

⑤ 5

⑥ 5

（小計） 30

0 －

（小計） 0

５．稼動状況

６．機能維持

筐体の歪

過熱臭などの異臭の発生

筐体の紫外線による劣化

配線・配線接続部の変色、変質、腐食、粉塵付着

回路部品（基板等）の変色、変質、変形、腐食、粉塵付着

筐体の塗装剥離、発錆、腐食、

(注３）二次診断実施後２年間は、一次診断における評価点に著しい変化が無い場合は二次診断は行わないものとする。

（注２） １項の経過年数、２項の環境条件、３項の保全記録、４項の製造中止部品の評価点Ｂ及び換算評価点Ｄは、

（注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

　　　　一次機能維持診断における評価点Ｂ及び換算評価点Ｄを、Ｂ欄およびＤ欄に転記する。

製造年月

製造番号

設備名称

４．製造中止部品

３．保全記録

項　　　目

用　　途

製造者名

２．環境条件

二次

１．経過年数

診　　断　　項　　目Ｎｏ．

診　断　結　果

仕　　様

評価
配分点

Ａ

診断日

H　　年　　月　　日

診断実施者

付表2.2.10　道路情報表示設備： Ａ形・Ａ２形電光式表示機　機側操作盤　二次機能維持診断表

設置場所

診
断
の
ま
と
め

（100点換算評価）

－７．性能試験

換算評価点合計

20 該当項目なし

製造中止部品・代替品・保守部品の有無　　(注２）

点検時の再調整箇所の有無、故障・修理履歴、故障発
生の頻度　　　（注２）

　経過年数　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　環境条件　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

操作部の操作性悪化

10

10
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改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×Ｃ）

備考

評価点

0

2

4

5

（小計） 5

① 3

② 3

③ 3

④ 3

（小計） 12

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

0 －

（小計） 0

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

（注２）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

５．性能試験 20

故障・修理履歴（過去５年間）

点検時の再調整箇所の有無（過去５年間）

20

25４．製造中止部品
製造中止部品・代替品・保守部品の有無

２．環境条件

塩害

道路交通量

凍結防止剤の散布状況

腐食性ガス

5

故障発生の頻度（過去１年間）
３．保全記録

評価点Ｂが１項
目でも3点の場合
Ｄ欄は５点とす
る。

評価
配分点

Ａ

診　　断　　結　　果

10
5

15≦K1

項　　　目 Ｎｏ． 診　　断　　項　　目

１．経過年数
①

経過年数　（K1）

K1＜8

8≦K1＜12

12≦K1＜15

一次

診断日 診断実施者

用　　途

仕　　　様
製造者名

製造年月

製造番号

該当項目なし
二次診断にて実
施

　H  　年　　月　　日

付表2.2.11　道路情報表示設備： Ａ形・Ａ２形電光式表示機　耐雷変圧器盤　一次機能維持診断表

設置場所

設備名称

－

（80点換算評価）

その他

換算評価点合計

点検時の特記
事項　（注２）診

断
の
ま
と
め
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改訂記号 　 変更日付

形　　　式

定　　　格

天候 温度 湿度

℃ ％

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

（小計） 5 10

（小計） 15 5
評価点Ｂが3点以
上の場合Ｄ欄は5
点とする。

（小計） 17 20

（小計） 9 25

① 5

（小計） 5

① 5

② 5

③ 5

④ 5

⑤ 5

（小計） 25

① 10ＭΩ以上 9

② 10ＭΩ以上 9

③ 10ＭΩ以上 9

（小計） 27

10

10

製造中止部品・代替品・保守部品の有無　　(注２）

点検時の再調整箇所の有無、故障・修理履歴、故障発
生の頻度　　　（注２）

　経過年数　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　環境条件　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

診
断
の
ま
と
め

（100点換算評価）

７．性能試験

換算評価点合計

20

評価点Ｂが１項
目でも９点の場
合Ｄ欄は20点と
する。

H　　年　　月　　日

診断実施者

付表2.2.12　道路情報表示設備： Ａ形・Ａ２形電光式表示機　耐雷変圧器盤　二次機能維持診断表

設置場所

１．経過年数

診　　断　　項　　目Ｎｏ．

診　断　結　果

仕　　様

評価
配分点

Ａ

診断日

４．製造中止部品

３．保全記録

項　　　目

用　　途

製造者名

２．環境条件

二次

製造年月

製造番号

設備名称

５．稼動状況

６．機能維持

筐体の歪

過熱臭などの異臭の発生

筐体の紫外線による劣化

鉄心の腐食、発錆

配線・配線接続部の変色、変質、腐食、粉塵付着

筐体の塗装剥離、発錆、腐食、

(注４）二次診断実施後２年間は、一次診断における評価点に著しい変化が無い場合は二次診断は行わないものとする。

絶縁抵抗測定（単体）
（相対湿度80％以下、

５００Ｖメガ使用）
（注３）

1次側回路と筐体間

2次側回路と筐体間

1次側回路と2次側回路間

(注３）絶縁抵抗測定は、本診断の測定値および前回の二次診断における測定値、メーカ納入時の測定値等により

（注２） １項の経過年数、２項の環境条件、３項の保全記録、４項の製造中止部品の評価点Ｂ及び換算評価点Ｄは、

（注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

　　　　一次機能維持診断における評価点Ｂ及び換算評価点Ｄを、Ｂ欄およびＤ欄に転記する。

　　　　絶縁の劣化傾向を診断する。
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改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

評価点

0

3

5

（小計） 5

① 3

② 3

（小計） 6

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

① 7

（小計） 7

① 5

② 5

③ 3

（小計） 13

① 7

（小計） 7

(注４）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

点検時の報告内
容による。

10６．機能維持

15
５．ＯＳのサポー
ト
　　状況

表示部（ディスプレイ）の表示状態

同上７．性能試験
表示制御動作確認（動作速度低下、不安定動作等の有無）

15

(注３）処理部サーバのＯＳのサポート終了等の状況について評価を行う。

(注２）処理部サーバ及び周辺機器の製造・販売中止、代替品の有無、保守中止の状況について評価を行う。

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

診
断
の
ま
と
め

（100点換算評価）

評価点Ｂが１項
目でも3点の場合
Ｄ欄は5点とす
る。

用　　途

仕　　　様
製造者名

製造番号

H 　年　月　　日

付表2.3.1 　道路情報表示設備：主制御機・操作機（ＩＰ対応ＭＣ）　機能維持診断表

設置場所

設備名称

製造年月

診　　断　　項　　目

診断日 診断実施者

一次

診　　断　　項　　目
評価

配分点
Ａ

１．経過年数
①

経過年数　（K1）

K1＜5

項　　　目 Ｎｏ．

２．環境条件

空調設備の有無

5塵埃付着

105≦K1＜8

8≦K1

25

点検時の特
記事項
　（注４）

その他

換算評価点合計

処理部（サーバ）のＯＳのサポート状況　　（注３）

処理部（サーバ）本体の塵埃付着

操作部（キーボード、マウス）の操作性

４．製造中止部
品

製造中止部品・代替品・保守部品の有無（処理部サーバ）　（注２）

３．保全記録

点検時の再調整箇所の有無（過去５年間）

20
故障発生の頻度（過去１年間）

故障・修理履歴（過去５年間）
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改定記号  変更日付

形　　　式

定      格

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

評価点

0

2

4

5

（小計） 5

① 3

② 3

（小計） 6

① 5

② 5

③ 7

（小計） 17

① 9

（小計） 9

① 9 － 二次診断にて測定

② 規定値以内 9

9

9

（小計） 36

(注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

(注２）各部の電圧のトレンド及び送受信信号出力のトレンド確認は、直近２年間の点検データによる。

（注３）点検時に該当部位の劣化に関わる特記事項がある場合は内容を記入する。

H  　年　　月　　日

付表2.3.2 道路情報表示設備：主制御機・制御機（平成元年仕様ＭＣ）一次機能維持診断表

設置場所

設備名称

用　　途

仕　　　様
製造者名

製造年月

項　　　目 Ｎｏ． 評　　価　　項　　目

製造番号

診断日

一次

①

診断実施者

評　価　結　果

２．環境条件

空調設備の有無

5塵埃付着

評価点Ｂが１項
目でも3点の場
合Ｄ欄は5点と
する。

10

４．製造中止部品
製造中止部品・代替品・保守部品の有無

１．経過年数

３．保全記録 20

12≦K1＜15

15≦K1

故障発生の頻度（過去１年間）

故障・修理履歴（過去５年間）

点検時の再調整箇所の有無（過去5年間）

評価
配分点

Ａ

経過年数　（K1）

K1＜8

8≦K1＜12

診
断
の
ま
と
め

（80点換算評価）

25

点検時の特記
事項　（注３）

その他

③
送受信信号出力のト
レンド確認　（注２）

５．性能試験

（絶縁抵抗測定）

各部の電圧のトレンド
確認　（注２）

直流電源回路

送信レベル：－15ｄBｍ～0ｄBｍ

最低受信感度：－35ｄBｍ

換算評価点合計

20
評価点Ｂが１項
目でも９点の場
合Ｄ欄は20点と
する。
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改定記号 　 変更日付

形　　　式

定　　　格

天候 温度 湿度

℃ ％

評価点
Ｂ

重み付
けＣ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

（小計） 5 10

（小計） 15 5
評価点Ｂが3点以
上の場合はＤ欄
は５点とする。

（小計） 17 20

（小計） 9 25

① 5

（小計） 5

① 5

② 5

③ 5

④ 5

⑤ 5

⑥ 5

（小計） 30

①
10MΩ
以上

9

②
規定値以
内

9

9

9

（小計） 36

　　　　二次診断時に各部の電圧及び送受信出力を測定し、直近2年間の点検データとあわせて変化のトレンドを確認する。

１．経過年数

２．環境条件

　経過年数　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　環境条件　　（注２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

設備名称

付表2.3.3　道路情報表示設備：主制御機・制御機（平成元年仕様ＭＣ） 二次機能維持診断表

設置場所

Ｎｏ．

製造番号

二次

診断実施者診断日

用　　途

製造者名

製造年月

６．機能維持

点検時の再調整箇所の有無、故障・修理履歴、故障発
生の頻度　　　（注２）

製造中止部品・代替品・保守部品の有無　　(注２）

３．保全記録

４．製造中止部
品

５．稼動状況

H　　年　　月　　日

評価
配分点

Ａ

診　断　結　果

仕　　様

項　　　目 診　　断　　項　　目

（１００点換算評価）

最低受信感度：-35ｄBm

20

配線・配線接続部の変色、変質、腐食、粉塵付着

10
過熱臭などの異臭の発生

（注５）７項の性能試験の②「各部の電圧のトレンド確認」、③「送受信信号出力のトレンド確認」の診断においては、

（注１）評価項目に該当しない項目がある場合、評価点Ｂの小計はそれを除いた評価点とする。

（注２） １項の経過年数、２項の環境条件、３項の保全記録、４項の製造中止部品の評価点Ｂ及び換算評価点Ｄは、

　　　　一次機能維持診断における評価点Ｂ及び換算評価点Ｄを、Ｂ欄およびＤ欄に転記する。

診
断
の
ま
と
め

換算評価点合計

　　　　絶縁の劣化傾向を診断する。

（注３）基板の診断は、基板を実装した状態での観察により行うものとする。

送受信信号出力の
トレンド確認

（注５）

送信レベル：-15dBm～0dBm

（注４）７項の①「絶縁抵抗測定」は、本診断および前回の二次診断における測定値、メーカ納入時の測定値等により

評価点Ｂが１項
目でも9点の場
合Ｄ欄は20点と
する。

各部の電圧のトレンド
確認　（注５）

直流電源回路

絶縁抵抗測定（単体）
(相対湿度80%以下)

（注４）

７．性能試験

電源入力回路と筐体間
（５００Ｖメガー使用）

(注６）二次診断実施後２年間は、一次診断における評価点に著しい変化が無い場合は二次診断は行わないものとする。

10

収納筐体の歪

回路部品（基板）の変色、変質、変形、腐食、粉塵付着　　　　　（注３）

操作監視部の劣化（操作性悪化、表示視認性悪化）

電源部の発錆、腐食、粉塵付着

収納筐体の塗装剥離、発錆、腐食による劣化

③
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改定記号 変更日付 H　　年　　月　　日

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著し
い、又は保守が困難
で、更新・修理を必要
とする緊急度が高い

1
経過
年数

5 8年未満
8年以上
12年未満

12年以上
15年未満

15年以上

3
海岸地帯以外

（注１）
海岸地帯

（注１）

3 ガス発生なし

機器周辺に腐食性
ガス発生がある
（温泉等による影

響）

3 20,000台／日未満 20,000台／日以上

3
凍結防止剤

散布なし
凍結防止剤

散布有り

5
点検時の再調整箇
所なし

点検時の再調整の
履歴あり

（1回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり

（2回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり（3回以上／

過去5年間）

5

塗装剥離・発錆に
対する修繕履歴な

し
／過去５年間

塗装剥離・発錆に
対する修繕履歴有

り、
（１回／過去5年

間）

塗装剥離・発錆に
対する修繕履歴有

り、
（2回／過去5年間）

塗装剥離・発錆に対
する修繕履歴あり
（3回以上／過去5年
間）

7

塗装剥離・発錆に
対する修繕発生な

し
／過去１年間

塗装剥離・発錆に
対する修繕
1回発生／過去1年
間

塗装剥離・発錆
に対する修繕２
回以上発生／
過去1年間

４
製造中
止部品

9
製造中止部品なし 製造中止部品有

り、代替品有り

製造中止部品
有り、代替品な
し、ただし保守
部品在庫３年分
以上あり

製造中止部品有り、
代替品なし、保守部
品在庫３年分未満

5
稼動状

況
0

5
塗装剥離、錆、腐
食の発生なし

塗装剥離、錆、腐
食の発生が部分的
にあり

塗装剥離、錆、腐食
の発生が全体的に
あり

5
紫外線による劣化
の発生なし

紫外線による劣化
の発生が部分的に
あり

紫外線による劣化の
発生が全体的にあり

5 歪の発生なし 歪の発生あり

7

性
能
試
験

0

付表3.1.1　道路情報表示設備：　HL形表示機　表示板・筐体　機能維持診断評価点基準

３

評価点

保
全
記
録

配
分
点

①経過年数

④凍結防止剤の散布状況

③修繕発生の頻度
（過去１年間）

No.

軽微な劣化あり、または劣化に影響する要素がある
（軽微な劣化の程度により３段階に分類）

該当項目なし

6

機
能
維
持

①塗装剥離、発錆、腐食

②紫外線による劣化

２

環
境
条
件

①塩害

②腐食性ガス

③道路交通量

製造中止部品・代替品・保守
部品の有無

②修繕履歴
（過去５年間）

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

劣化が著しい、又は継続的
な保守が困難

診断項目

①点検時の再調整箇所の有
無（過去５年間）

(注１）海岸地帯とは、飛来塩分量0.05ｍｄｄを超える地域で、太平洋沿岸部では海岸から２ｋｍ以内を示す。

③歪の発生

該当項目なし
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改定記号 変更日付 H　　年　　月　　日

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著し
い、又は保守が困難
で、更新・修理を必要
とする緊急度が高い

1
経過
年数

5 8年未満
8年以上
12年未満

12年以上
15年未満

15年以上

3
海岸地帯以外

（注１）
海岸地帯

（注１）

3 ガス発生なし

機器周辺に腐食性
ガス発生がある
（温泉等による影

響）

3 20,000台／日未満 20,000台／日以上

3
凍結防止剤

散布なし
凍結防止剤

散布有り

5
点検時の再調整箇

所なし

点検時の再調整の
履歴あり

（1回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり

（2回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり（3回以上／

過去5年間）

5
故障・修理履歴な

し
／過去５年間

故障・修理の履歴
有り、

（１回／過去5年
間）

故障・修理の履歴
有り、

（2回／過去5年間）

修理・交換の履歴あ
り

（3回以上／過去5年
間）

7
故障発生なし
／過去１年間

１回故障発生
／過去1年間

２回以上故障発
生／過去1年間

４
製造中
止部品

9
製造中止部品なし 製造中止部品有

り、代替品有り

製造中止部品
有り、代替品な
し、ただし保守

部品在庫３年分
以上あり

製造中止部品有り、
代替品なし、保守部
品在庫３年分未満

5
稼動状

況
5 異臭の発生なし 異臭の発生あり

5
塗装剥離、錆、腐

食の発生なし

塗装剥離、錆、腐
食の発生が部分的
にあり

塗装剥離、錆、腐食
の発生が全体的に
あり

5 歪の発生なし 歪の発生あり

5
変色、変質、腐食、
粉塵付着なし

変色、変質、腐食、
粉塵付着が部分的
にあり

変色、変質、腐食、
粉塵付着が全体的
にあり

5
腐食、発錆、粉塵
付着なし

腐食、発錆、粉塵
付着が部分的にあ
り

腐食、発錆、粉塵付
着が全体的にあり

5
変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着な
し

変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着が
部分的にあり

変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着が全
体的にあり

①各部
の電圧
のトレン
ド確認
（注２）

直流電源回路
（電源部）

9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも規定範囲から
外れる傾向にない

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が規定範囲から外
れる傾向にある

規定値範囲外
のため調整を
実施し復帰（注

３）

規定値の範囲外であ
る（注３）

送信レベル 9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも規定範囲から
外れる傾向にない

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が規定範囲から外
れる傾向にある

規定値範囲外
のため調整を
実施し復帰（注

３）

規定値の範囲外であ
る（注３）

最低受信感度 9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも規定範囲から
外れる傾向にない

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が規定範囲から外
れる傾向にある

規定値範囲外
のため調整を
実施し復帰（注

３）

規定値の範囲外であ
る（注３）

製造中止部品・代替品・保守
部品の有無

②故障・修理履歴
（過去５年間）

　　　二次診断時には測定を行い、過去２年間の点検データ（測定値）とあわせて診断する。

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

劣化が著しい、又は継続的
な保守が困難

診断項目

①点検時の再調整箇所の有
無（過去５年間）

(注１）海岸地帯とは、飛来塩分量0.05ｍｄｄを超える地域で、太平洋沿岸部では海岸から２ｋｍ以内を示す。

③配線・配線接続部の変色、
変質、腐食、粉塵付着

④電源部の腐食、発錆、粉塵
付着

２

環
境
条
件

①塩害

②腐食性ガス

③道路交通量

（注２）各部の電圧および送受信信号出力の確認は、一次診断時には過去２年間の点検データ（測定値）により規定値の範囲から外れる傾向にあるか等のトレンドを確認する。

(注３）二次診断実施時に測定値が規定値の範囲外で、再調整して規定値以内に復帰した場合は７点とし、再調整しても規定値以内に調整不能の場合は９点とする。

7 ②送受
信信号
出力のト
レンド確
認
（注２）

性
能
試
験

①過熱臭などの異臭の発生

6

機
能
維
持

①収納筐体の塗装剥離、発
錆、腐食

②収納筐体の歪

⑤回路部品（基板）の変色、
変質、変形、腐食、粉塵付着

付表3.1.2　道路情報表示設備 　HL形表示機　表示板・副制御部　機能維持診断評価点基準

３

評価点

保
全
記
録

配
分
点

①経過年数

④凍結防止剤の散布状況

③故障発生の頻度
（過去１年間）

No.

軽微な劣化あり、または劣化に影響する要素がある
（軽微な劣化の程度により３段階に分類）
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改定記号 変更日付 H　　年　　月　　日

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著し
い、又は保守が困難
で、更新・修理を必要
とする緊急度が高い

1
経過
年数

5 8年未満
8年以上
12年未満

12年以上
15年未満

15年以上

3
海岸地帯以外

（注１）
海岸地帯

（注１）

3 ガス発生なし

機器周辺に腐食性
ガス発生がある
（温泉等による影

響）

3 20,000台／日未満 20,000台／日以上

3
凍結防止剤

散布なし
凍結防止剤

散布有り

5
点検時の再調整箇

所なし

点検時の再調整の
履歴あり

（1回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり

（2回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり（3回以上／

過去5年間）

5
故障・修理履歴な

し
／過去５年間

故障・修理の履歴
有り、

（１回／過去5年
間）

故障・修理の履歴
有り、

（2回／過去5年間）

修理・交換の履歴あ
り

（3回以上／過去5年
間）

7
故障発生なし
／過去1年間

１回故障発生
／過去1年間

２回以上故障発
生／過去1年間

４
製造中
止部品

9
製造中止部品なし 製造中止部品有

り、代替品有り

製造中止部品
有り、代替品な
し、ただし保守

部品在庫３年分
以上あり

製造中止部品有り、
代替品なし、保守部
品在庫３年分未満

5
稼動
状況

5 異臭の発生なし 異臭の発生あり

5
錆、腐食の発生な

し

一部のＬＥＤユニッ
トに錆、腐食の発
生あり

ＬＥＤユニット全体に
錆、腐食が発生

5
紫外線による劣化

の発生なし

一部のＬＥＤユニッ
トに腐食または紫
外線による劣化あ

り

ＬＥＤユニット全体に
紫外線による劣化あ
り

5
変色、変質、腐食、
粉塵付着なし

変色、変質、腐食、
粉塵付着が部分的
にあり

変色、変質、腐食、
粉塵付着が全体的
にあり

5
変色、変質、変形、
腐食、粉塵の付着
なし

変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着が
部分的にあり

変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着が全
体的にあり

9
輝度低下や不点灯
のＬＥＤユニット発
生なし

一部のＬＥＤユニッ
トに輝度低下や不
点灯が見られる

多数のＬＥＤユニット
に輝度低下や不点
灯が見られるが、表
示内容は判読可能

多数のＬＥＤユ
ニットに輝度低
下や不点灯が
見られ、表示内
容が判読しづら
い

多数のＬＥＤユニット
に輝度低下や不点灯
が見られ、表示内容
が判読出来ない

6

①ＬＥＤユニットの発錆、腐
食

①過熱臭などの異臭の発生

②ＬＥＤユニットの紫外線に
よる劣化

③配線・配線接続部の変
色、変質、腐食、粉塵付着

④回路部品（基板）の変色、
変質、変形、腐食、粉塵付
着

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

劣化が著しい、又は継続的
な保守が困難

診断項目

①表示状況の確認

①点検時の再調整箇所の
有無（過去５年間）

製造中止部品・代替品・保
守部品の有無

②故障・修理履歴
（過去５年間）

③故障発生の頻度
（過去１年間）

機
能
維
持

軽微な劣化あり、または劣化に影響する要素がある
（軽微な劣化の程度により３段階に分類）

２

環
境
条
件

①塩害

②腐食性ガス

③道路交通量

(注１）海岸地帯とは、飛来塩分量0.05ｍｄｄを超える地域で、太平洋沿岸部では海岸から２ｋｍ以内を示す。

6

性
能
試
験

付表3.1.3 　道路情報表示設備：　HL形表示機　表示板・表示部　機能維持診断評価点基準

３

評価点

保
全
記
録

配
分
点

①経過年数

④凍結防止剤の散布状況

No.
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改定記号 変更日付 H　　年　　月　　日

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著し
い、又は保守が困難
で、更新・修理を必要
とする緊急度が高い

1
経過
年数

5 8年未満
8年以上
12年未満

12年以上
15年未満

15年以上

3
海岸地帯以外

（注１）
海岸地帯

（注１）

3 ガス発生なし
機器周辺に腐食性
ガス発生がある（温
泉等による影響）

3 20,000台／日未満 20,000台／日以上

3
凍結防止剤

散布なし
凍結防止剤

散布有り

5
点検時の再調整箇

所なし

点検時の再調整の
履歴あり

（1回／過去5年間）

点検時の再調整
の履歴あり

（2回／過去5年
間）

点検時の再調整の履
歴あり（3回以上／過

去5年間）

5
修理交換履歴なし

／過去5年間

故障・修理の履歴
有り、

（１回／過去5年
間）

故障・修理の履
歴有り、

（2回／過去5年
間）

修理・交換の履歴あ
り

（3回以上／過去5年
間）

7
故障発生なし
／過去1年間

１回故障発生／過
去1年間

２回以上故障
発生／過去1

年間

４
製造中
止部品

9
製造中止部品なし 製造中止部品有

り、代替品有り

製造中止部品
有り、代替品
なし、ただし保
守部品在庫３
年分以上あり

製造中止部品有り、
代替品なし、保守部
品在庫３年分未満

5
稼動状

況
5 異臭の発生なし 異臭の発生あり

5
変色、変質、腐食、

粉塵付着なし

変色、変質、腐食、
粉塵付着が部分的

にあり

変色、変質、腐食、粉
塵付着が全体的にあ
り

5
変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着な
し

変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着が
部分的にあり

変色、変質、変形、腐
食、粉塵付着が全体
的にあり

①絶縁抵
抗測定
（注２）

主回路と筐体間
（相対湿度80％
以下、500Ｖメガ

使用）

9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも低下傾向にな
い

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が低下傾向にある

10MΩ以下
（規定値の範囲外）

②各部の
電圧のト
レンド確

認
（注３）

直流電源回路
（電源部）

9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも規定範囲から
外れる傾向にない

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が規定範囲から外れ
る傾向にある

規定値範囲外
のため調整を
実施し復帰

（注４）

規定値の範囲外であ
る（注４）

配
分
点 軽微の劣化あり、または劣化に影響する要素がある

（軽微な劣化の程度により３段階に分類）
劣化が著しい、又は継

続的な保守が困難

(注４）二次診断実施時に測定値が規定値の範囲外で、再調整して規定値以内に復帰した場合は７点とし、再調整しても規定値以内に調整不能の場合は９点とする。

(注２）主回路の絶縁抵抗測定は、二次診断時の測定値および前回の二次診断時の測定値、メーカ出荷時の測定値等により絶縁の劣化傾向を診断する。

　　　二次診断時には測定を行い、過去２年間の点検データ（測定値）とあわせて診断する。

（注３）各部の電圧の確認は、一次診断時には過去２年間の点検データ（測定値）により規定値の範囲から外れる傾向にあるか等のトレンドを確認する。

(注１）海岸地帯とは、飛来塩分量0.05ｍｄｄを超える地域で、太平洋沿岸部では海岸から２ｋｍ以内を示す。

製造中止部品・代替品・保
守部品の有無

④凍結防止剤の散布状況

③故障の発生頻度
（過去１年間）

②故障・修理履歴
（過去５年間）

②回路部品の変色、変質、
変形、腐食、粉塵付着

付表3.1.4　 道路情報表示設備：　ＨＬ形表示機　表示板・電源部　　機能維持診断評価点基準

３

評価点

保
全
記
録

①経過年数

①点検時の再調整箇所の
有無（過去５年間）

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

No. 診断項目

①塩害

6

性
能
試
験

②腐食性ガス

③道路交通量

①過熱臭などの異臭の発
生

6

機
能
維
持

２

環
境
条
件

①配線・配線接続部の変
色、変質、腐食、粉塵付着
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改定記号 変更日付 H　　年　　月　　日

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著しい、
又は保守が困難で、更
新・修理を必要とする
緊急度が高い

1
経過
年数

5 8年未満
8年以上
12年未満

12年以上
15年未満

15年以上

3
海岸地帯以外

（注１）
海岸地帯

（注１）

3 ガス発生なし

機器周辺に腐食性
ガス発生がある
（温泉等による影

響）

3 20,000台／日未満 20,000台／日以上

3
凍結防止剤

散布なし
凍結防止剤

散布有り

5
点検時の再調整箇
所なし

点検時の再調整の
履歴あり
（1回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり
（2回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり（3回以上／
過去5年間）

5
故障・修理履歴な

し
／過去５年間

故障・修理の履歴
有り、
（１回／過去5年
間）

故障・修理の履歴
有り、
（2回／過去5年間）

修理・交換の履歴あ
り

（3回以上／過去5年
間）

7
故障発生なし
／過去１年間

１回故障発生
／過去1年間

２回以上故障発
生／過去1年間

４
製造中
止部品

9
製造中止部品なし 製造中止部品有

り、代替品有り

製造中止部品
有り、代替品な
し、ただし保守

部品在庫３年分
以上あり

製造中止部品有り、代
替品なし、保守部品在
庫３年分未満

5
稼動状

況
5 異臭の発生なし 異臭の発生あり

5
塗装剥離、錆、腐

食の発生なし

塗装剥離、錆、腐
食の発生が部分的
にあり

塗装剥離、錆、腐食
の発生が全体的に
あり

5
紫外線による劣化

の発生なし

紫外線による劣化
の発生が部分的に

あり

紫外線による劣化の
発生が全体的にあり

5 歪の発生なし 歪が全体的に発生

5
変色、変質、腐食、
粉塵付着なし

変色、変質、腐食、
粉塵付着が部分的
にあり

変色、変質、腐食
生、粉塵付着が全体
的にあり

5
変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着な
し

変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着が
部分的にあり

変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着が全
体的にあり

5 操作性悪化なし
一部の操作部（ス
イッチ等）に操作性
悪化が見られる

操作部（スイッチ等）
全体に操作性悪化
が見られる

7

性
能
試
験

0

製造中止部品・代替品・保守
部品の有無

②故障・修理履歴
（過去５年間）

(注１）海岸地帯とは、飛来塩分量0.05ｍｄｄを超える地域で、太平洋沿岸部では海岸から２ｋｍ以内を示す。

④配線・配線接続部の変色、
変質、腐食、粉塵付着

①過熱臭などの異臭の発生

②筐体の紫外線による劣化

該当項目なし

⑦操作部（ｽｲｯﾁ等）の操作性
悪化

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

劣化が著しい、又は継続的
な保守が困難

診断項目

①点検時の再調整箇所の有
無（過去５年間）

２

環
境
条
件

①塩害

②腐食性ガス

③道路交通量

6

機
能
維
持

①筐体の塗装剥離、発錆、腐
食

③筐体の歪

⑤回路部品（基板等）の変
色、変質、変形、腐食、粉塵
付着

付表3.1.5 　道路情報表示設備：　HL形表示機　機側操作盤　機能維持診断評価点基準

３

評価点

保
全
記
録

配
分
点

①経過年数

④凍結防止剤の散布状況

③故障発生の頻度
（過去１年間）

No.

軽微な劣化あり、または劣化に影響する要素がある
（軽微な劣化の程度により３段階に分類）
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改定記号 変更日付 H　　年　　月　　日

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著し
い、又は保守が困難
で、更新・修理を必要
とする緊急度が高い

1
経過
年数

5 8年未満
8年以上
12年未満

12年以上
15年未満

15年以上

3
海岸地帯以外

（注１）
海岸地帯

（注１）

3 ガス発生なし

機器周辺に腐食性
ガス発生がある
（温泉等による影

響）

3 20,000台／日未満 20,000台／日以上

3
凍結防止剤

散布なし
凍結防止剤

散布有り

5
点検時の再調整箇

所なし

点検時の再調整の
履歴あり

（1回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり

（2回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり（3回以上／

過去5年間）

5
故障・修理履歴な

し
／過去５年間

故障・修理の履歴
有り、

（１回／過去5年
間）

故障・修理の履歴
有り、

（2回／過去5年間）

修理・交換の履歴あ
り

（3回以上／過去5年
間）

7
故障発生なし
／過去１年間

１回故障発生
／過去1年間

２回以上故障発
生／過去1年間

４
製造中
止部品

9
製造中止部品なし 製造中止部品有

り、代替品有り

製造中止部品
有り、代替品な
し、ただし保守

部品在庫３年分
以上あり

製造中止部品有り、
代替品なし、保守部
品在庫３年分未満

5
稼動状

況
5 異臭の発生なし 異臭の発生あり

5
塗装剥離、錆、腐

食の発生なし

塗装剥離、錆、腐
食の発生が部分的
にあり

塗装剥離、錆、腐食
の発生が全体的に
あり

5
紫外線による劣化

の発生なし

紫外線による劣化
の発生が部分的に

あり

紫外線による劣化の
発生が全体的にあり

5 歪の発生なし 歪の発生あり

5
腐食、錆の発生な

し
腐食、錆が部分的
に発生

腐食、錆が全体的に
発生

5
変色、変質、腐食、
粉塵付着なし

変色、変質、腐食、
粉塵付着が部分的
にあり

変色、変質、腐食
生、粉塵付着が全体
的にあり

9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも低下傾向にな
い

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が低下傾向にある

10MΩ以下
（規定値の範囲外）

9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも低下傾向にな
い

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が低下傾向にある

10MΩ以下
（規定値の範囲外）

9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも低下傾向にな
い

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が低下傾向にある

10MΩ以下
（規定値の範囲外）

製造中止部品・代替品・保守
部品の有無

②故障・修理履歴
（過去５年間）

(注１）海岸地帯とは、飛来塩分量0.05ｍｄｄを超える地域で、太平洋沿岸部では海岸から２ｋｍ以内を示す。

⑤配線・配線接続部の変
色、変質、腐食、粉塵付着

①過熱臭などの異臭の発
生

②筐体の紫外線による劣化

絶縁抵抗測定（単体）：一次
側回路と筐体間
（相対湿度80％以下、500Ｖメ
ガ使用）

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

劣化が著しい、又は継続的
な保守が困難

診断項目

①点検時の再調整箇所の有
無（過去５年間）

２

環
境
条
件

①塩害

②腐食性ガス

③道路交通量

（注２）絶縁抵抗測定は、二次診断時の測定値および前回の二次診断時の測定値、メーカ出荷時の測定値等により絶縁の劣化傾向を診断する。

　　　

6

機
能
維
持

①筐体の塗装剥離、発錆、腐
食の発生

③筐体の歪

④鉄心部の腐食、発錆

付表3.1.6　道路情報表示設備： HL形表示機　耐雷変圧器盤　機能維持診断評価点基準

３

評価点

保
全
記
録

配
分
点

①経過年数

④凍結防止剤の散布状況

③故障発生の頻度
（過去１年間）

No.

軽微な劣化あり、または劣化に影響する要素がある
（軽微な劣化の程度により３段階に分類）

7

性
能
試
験

（
注
２

）

絶縁抵抗測定（単体）：二次
側回路と筐体間
（相対湿度80％以下、500Ｖメ
ガ使用）

絶縁抵抗測定（単体）：一次
側回路と二次側回路間
（相対湿度80％以下、500Ｖメ
ガ使用）
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改定記号 変更日付 H　　年　　月　　日

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著し
い、又は保守が困難
で、更新・修理を必要
とする緊急度が高い

1
経過
年数

5 8年未満
8年以上
12年未満

12年以上
15年未満

15年以上

3
海岸地帯以外

（注１）
海岸地帯

（注１）

3 ガス発生なし

機器周辺に腐食性
ガス発生がある
（温泉等による影

響）

3 20,000台／日未満 20,000台／日以上

3
凍結防止剤

散布なし
凍結防止剤

散布有り

5
点検時の再調整箇
所なし

点検時の再調整の
履歴あり

（1回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり

（2回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり（3回以上／

過去5年間）

5

塗装剥離・発錆に
対する修繕履歴な

し
／過去５年間

塗装剥離・発錆に
対する修繕履歴有

り、
（１回／過去5年

間）

塗装剥離・発錆に
対する修繕履歴有

り、
（2回／過去5年間）

塗装剥離・発錆に対
する修繕履歴あり
（3回以上／過去5年
間）

7

塗装剥離・発錆に
対する修繕発生な

し
／過去１年間

塗装剥離・発錆に
対する修繕
1回発生／過去1年
間

塗装剥離・発錆
に対する修繕２
回以上発生／
過去1年間

４
製造中
止部品

9
製造中止部品なし 製造中止部品有

り、代替品有り

製造中止部品
有り、代替品な
し、ただし保守
部品在庫３年分
以上あり

製造中止部品有り、
代替品なし、保守部
品在庫３年分未満

5
稼動状

況
0

5
塗装剥離、錆、腐
食の発生なし

塗装剥離、錆、腐
食の発生が部分的
にあり

塗装剥離、錆、腐食
の発生が全体的に
あり

5
紫外線による劣化
の発生なし

紫外線による劣化
の発生が部分的に
あり

紫外線による劣化の
発生が全体的にあり

9 歪の発生なし 歪の発生あり

7

性
能
試
験

0

製造中止部品・代替品・保守
部品の有無

②修繕履歴
（過去５年間）

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

劣化が著しい、又は継続的
な保守が困難

診断項目

①点検時の再調整箇所の有
無（過去５年間）

(注１）海岸地帯とは、飛来塩分量0.05ｍｄｄを超える地域で、太平洋沿岸部では海岸から２ｋｍ以内を示す。

③歪の発生

該当項目なし

２

環
境
条
件

①塩害

②腐食性ガス

③道路交通量

該当項目なし

6

機
能
維
持

①塗装剥離、発錆、腐食

②紫外線による劣化

付表3.2.1  　道路情報表示設備：　Ａ形・Ａ２形電光式表示機　表示板・筐体　　機能維持診断評価点基準

３

評価点

保
全
記
録

配
分
点

①経過年数

④凍結防止剤の散布状況

③修繕発生の頻度
（過去１年間）

No.

軽微な劣化あり、または劣化に影響する要素がある
（軽微な劣化の程度により３段階に分類）
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改定記号 変更日付 H　　年　　月　　日

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著し
い、又は保守が困難
で、更新・修理を必要
とする緊急度が高い

1
経過
年数

5 8年未満
8年以上
12年未満

12年以上
15年未満

15年以上

3
海岸地帯以外

（注１）
海岸地帯

（注１）

3 ガス発生なし

機器周辺に腐食性
ガス発生がある
（温泉等による影

響）

3 20,000台／日未満 20,000台／日以上

3
凍結防止剤

散布なし
凍結防止剤

散布有り

5
点検時の再調整箇

所なし

点検時の再調整の
履歴あり

（1回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり

（2回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり（3回以上／

過去5年間）

5
故障・修理履歴な

し
／過去５年間

故障・修理の履歴
有り、

（１回／過去5年
間）

故障・修理の履歴
有り、

（2回／過去5年間）

修理・交換の履歴あ
り

（3回以上／過去5年
間）

7
故障発生なし
／過去１年間

１回故障発生
／過去1年間

２回以上故障発
生／過去1年間

４
製造中
止部品

9
製造中止部品なし 製造中止部品有

り、代替品有り

製造中止部品
有り、代替品な
し、ただし保守

部品在庫３年分
以上あり

製造中止部品有り、
代替品なし、保守部
品在庫３年分未満

5
稼動状

況
5 異臭の発生なし 異臭の発生あり

5
塗装剥離、錆、腐

食の発生なし

塗装剥離、錆、腐
食の発生が部分的
にあり

塗装剥離、錆、腐食
の発生が全体的に
あり

5 歪の発生なし 歪が全体的に発生

5
変色、変質、腐食、
粉塵付着なし

変色、変質、腐食、
粉塵付着が部分的
にあり

変色、変質、腐食、
粉塵付着が全体的
にあり

5
腐食、発錆、粉塵
付着なし

腐食、発錆、粉塵
付着が部分的にあ
り

腐食、発錆、粉塵付
着が全体的にあり

5
変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着な
し

変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着が
部分的にあり

変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着が全
体的にあり

①各部
の電圧
のトレン
ド確認
（注２）

直流電源回路
（電源部）

9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも規定範囲から
外れる傾向にない

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が規定範囲から外
れる傾向にある

規定値範囲外
のため調整を
実施し復帰（注

３）

規定値の範囲外であ
る（注３）

送信レベル 9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも規定範囲から
外れる傾向にない

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が規定範囲から外
れる傾向にある

規定値範囲外
のため調整を
実施し復帰（注

３）

規定値の範囲外であ
る（注３）

最低受信感度 9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも規定範囲から
外れる傾向にない

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が規定範囲から外
れる傾向にある

規定値範囲外
のため調整を
実施し復帰（注

３）

規定値の範囲外であ
る（注３）

付表3.2.2 　道路情報表示設備：　Ａ形・Ａ２形電光式表示機　表示板・副制御部　機能維持診断評価点基準

３

評価点

保
全
記
録

配
分
点

①経過年数

④凍結防止剤の散布状況

③故障発生の頻度
（過去１年間）

No.

軽微な劣化あり、または劣化に影響する要素がある
（軽微な劣化の程度により３段階に分類）

7 ②送受
信信号
出力のト
レンド確
認
（注２）

性
能
試
験

①過熱臭などの異臭の発生

6

機
能
維
持

①収納筐体の塗装剥離、発
錆、腐食

②収納筐体の歪

⑤回路部品（基板）の変色、
変質、変形、腐食、粉塵付着

（注２）各部の電圧および送受信信号出力の確認は、一次診断時には過去２年間の点検データ（測定値）により規定値の範囲から外れる傾向にあるか等のトレンドを確認する。

(注３）二次診断実施時に測定値が規定値の範囲外で、再調整して規定値以内に復帰した場合は７点とし、再調整しても規定値以内に調整不能の場合は９点とする。

２

環
境
条
件

①塩害

②腐食性ガス

③道路交通量

製造中止部品・代替品・保守
部品の有無

②故障・修理履歴
（過去５年間）

　　　二次診断時には測定を行い、過去２年間の点検データ（測定値）とあわせて診断する。

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

劣化が著しい、又は継続的
な保守が困難

診断項目

①点検時の再調整箇所の有
無（過去５年間）

(注１）海岸地帯とは、飛来塩分量0.05ｍｄｄを超える地域で、太平洋沿岸部では海岸から２ｋｍ以内を示す。

③配線・配線接続部の変色、
変質、腐食、粉塵付着

④電源部の腐食、発錆、粉塵
付着
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改定記号 変更日付 H　　年　　月　　日

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著し
い、又は保守が困難
で、更新・修理を必
要とする緊急度が高
い

1
経過
年数

5 8年未満
8年以上
12年未満

12年以上
15年未満

15年以上

3
海岸地帯以外

（注１）
海岸地帯

（注１）

3 ガス発生なし

機器周辺に腐食性
ガス発生がある
（温泉等による影

響）

3 20,000台／日未満 20,000台／日以上

3
凍結防止剤

散布なし
凍結防止剤

散布有り

5
点検時の再調整箇

所なし

点検時の再調整の
履歴あり

（1回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり

（2回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり（3回以上／

過去5年間）

5
故障・修理履歴な

し
／過去５年間

故障・修理の履歴
有り、

（１回／過去5年
間）

故障・修理の履歴
有り、

（2回／過去5年間）

修理・交換の履歴あ
り

（3回以上／過去5年
間）

7
故障発生なし
／過去1年間

１回故障発生
／過去1年間

２回以上故障発
生／過去1年間

４
製造中
止部品

9
製造中止部品なし 製造中止部品有

り、代替品有り

製造中止部品
有り、代替品な
し、ただし保守

部品在庫３年分
以上あり

製造中止部品有り、
代替品なし、保守部
品在庫３年分未満

5
稼動
状況

5 異臭の発生なし 異臭の発生あり

①筐体の塗装
剥離、発錆、腐
食

5
塗装剥離、発錆、
腐食の発生なし

一部のランプﾟブ
ロックに塗装剥離、
発錆、腐食の発生
があり

ランプﾟブロック全体
に塗装剥離、発錆、
腐食の発生があり

②筐体の紫外
線による劣化

5
紫外線による劣化
の発生なし

一部のブロックに
紫外線による劣化
あり

ランプブロック全体
に紫外線による劣化
あり

③筐体の歪 5
ランプブロックに歪
の発生なし

一部のランプブロッ
クに歪が発生

ランプブロック全体に
歪が発生

④ﾗﾝﾌﾟ駆動部基
板の変色、変
質、変形、腐
食、粉塵付着

5
変色、変質、変形、
腐食、粉塵の付着
なし

変色、変質、変形、
腐食、粉塵の付着
が部分的にあり

変色、変質、変形、
腐食、粉塵の付着が
全体的にあり

①配線・配線接
続部の変色、変
質、腐食、粉塵
付着

5
変色、変質、腐食、
粉塵の付着なし

変色、変質、腐食、
粉塵の付着が部分
的にあり

変色、変質、腐食
生、粉塵の付着が全
体的にあり

②回路部品（基
板）の変色、変
質、変形、腐
食、粉塵付着

5
変色、変質、変形、
腐食、粉塵の付着
なし

変色、変質、変形、
腐食、粉塵の付着
が部分的にあり

変色、変質、変形、
腐食、粉塵の付着が
全体的にあり

6

性
能
試
験

付表3.2.3 　道路情報表示設備：　Ａ形・Ａ２形電光式表示機　表示板・表示部　機能維持診断評価点基準

３

評価点

保
全
記
録

配
分
点

①経過年数

④凍結防止剤の散布状況

No.

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

劣化が著しい、又は継続的
な保守が困難

(注１）海岸地帯とは、飛来塩分量0.05ｍｄｄを超える地域で、太平洋沿岸部では海岸から２ｋｍ以内を示す。

２

環
境
条
件

①塩害

②腐食性ガス

③道路交通量

該当項目なし

①点検時の再調整箇所の
有無（過去５年間）

製造中止部品・代替品・保
守部品の有無

②故障・修理履歴
（過去５年間）

③故障発生の頻度
（過去１年間）

軽微な劣化あり、または劣化に影響する要素がある
（軽微な劣化の程度により３段階に分類）

診断項目

6

①過熱臭などの異臭の発生

１）
ランプブ
ロック部

２）
表示制御
部

機
能
維
持

　　　付1‐54



改定記号 変更日付 H　　年　　月　　日

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著し
い、又は保守が困難
で、更新・修理を必
要とする緊急度が高
い

1
経過
年数

5 8年未満
8年以上
12年未満

12年以上
15年未満

15年以上

3
海岸地帯以外

（注１）
海岸地帯

（注１）

3 ガス発生なし
機器周辺に腐食性
ガス発生がある（温
泉等による影響）

3 20,000台／日未満 20,000台／日以上

3
凍結防止剤

散布なし
凍結防止剤

散布有り

5
点検時の再調整箇

所なし

点検時の再調整の
履歴あり

（1回／過去5年間）

点検時の再調整
の履歴あり

（2回／過去5年
間）

点検時の再調整の履
歴あり（3回以上／過

去5年間）

5
修理交換履歴なし

／過去5年間

故障・修理の履歴
有り、

（１回／過去5年
間）

故障・修理の履
歴有り、

（2回／過去5年
間）

修理・交換の履歴あ
り

（3回以上／過去5年
間）

7
故障発生なし
／過去1年間

１回故障発生／過
去1年間

２回以上故障
発生／過去1

年間

４
製造中
止部品

9
製造中止部品なし 製造中止部品有

り、代替品有り

製造中止部品
有り、代替品
なし、ただし保
守部品在庫３
年分以上あり

製造中止部品有り、
代替品なし、保守部
品在庫３年分未満

5
稼動状

況
5 異臭の発生なし 異臭の発生あり

5
変色、変質、腐食、

粉塵付着なし

変色、変質、腐食、
粉塵付着が部分的

にあり

変色、変質、腐食、粉
塵付着が全体的にあ
り

5
変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着な
し

変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着が
部分的にあり

変色、変質、変形、腐
食、粉塵付着が全体
的にあり

①絶縁抵
抗測定
（注２）

主回路と筐体間
（相対湿度80％
以下、500Ｖメガ

使用）

9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも低下傾向にな
い

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が低下傾向にある

10MΩ以下
（規定値の範囲外）

②各部の
電圧のト
レンド確

認
（注３）

直流電源回路
（電源部）

9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも規定範囲から
外れる傾向にない

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が規定範囲から外れ
る傾向にある

規定値範囲外
のため調整を
実施し復帰

（注４）

規定値の範囲外であ
る（注４）

6

性
能
試
験

②腐食性ガス

③道路交通量

①過熱臭などの異臭の発
生

6

機
能
維
持

２

環
境
条
件

①配線・配線接続部の変
色、変質、腐食、粉塵付着

付表3.2.4　 道路情報表示設備：　Ａ形・Ａ２形電光式表示機　表示板・電源部　　機能維持診断評価点基準

３

評価点

保
全
記
録

①経過年数

①点検時の再調整箇所の
有無（過去５年間）

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

No. 診断項目

①塩害

製造中止部品・代替品・保
守部品の有無

④凍結防止剤の散布状況

③故障の発生頻度
（過去１年間）

②故障・修理履歴
（過去５年間）

②回路部品の変色、変質、
変形、腐食、粉塵付着

配
分
点 軽微な劣化あり、または劣化に影響する要素がある

（軽微な劣化の程度により３段階に分類）
劣化が著しい、又は継

続的な保守が困難

(注４）二次診断実施時に測定値が規定値の範囲外で、再調整して規定値以内に復帰した場合は７点とし、再調整しても規定値以内に調整不能の場合は９点とする。

(注２）主回路の絶縁抵抗測定は、二次診断時の測定値および前回の二次診断時の測定値、メーカ出荷時の測定値等により絶縁の劣化傾向を診断する。

　　　二次診断時には測定を行い、過去２年間の点検データ（測定値）とあわせて診断する。

（注３）各部の電圧の確認は、一次診断時には過去２年間の点検データ（測定値）により規定値の範囲から外れる傾向にあるか等のトレンドを確認する。

(注１）海岸地帯とは、飛来塩分量0.05ｍｄｄを超える地域で、太平洋沿岸部では海岸から２ｋｍ以内を示す。
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改定記号 変更日付 H　　年　　月　　日

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著し
い、又は保守が困難
で、更新・修理を必
要とする緊急度が高
い

1
経過
年数

5 8年未満
8年以上
12年未満

12年以上
15年未満

15年以上

3
海岸地帯以外

（注１）
海岸地帯

（注１）

3 ガス発生なし

機器周辺に腐食性
ガス発生がある
（温泉等による影

響）

3 20,000台／日未満 20,000台／日以上

3
凍結防止剤

散布なし
凍結防止剤

散布有り

5
点検時の再調整箇
所なし

点検時の再調整の
履歴あり
（1回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり
（2回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり（3回以上／
過去5年間）

5
故障・修理履歴な

し
／過去５年間

故障・修理の履歴
有り、
（１回／過去5年
間）

故障・修理の履歴
有り、
（2回／過去5年間）

修理・交換の履歴あ
り

（3回以上／過去5年
間）

7
故障発生なし
／過去１年間

１回故障発生
／過去1年間

２回以上故障発
生／過去1年間

４
製造中
止部品

9
製造中止部品なし 製造中止部品有

り、代替品有り

製造中止部品
有り、代替品な
し、ただし保守

部品在庫３年分
以上あり

製造中止部品有り、
代替品なし、保守部
品在庫３年分未満

5
稼動状

況
5 異臭の発生なし 異臭の発生あり

5
塗装剥離、錆、腐

食の発生なし

塗装剥離、錆、腐
食の発生が部分的
にあり

塗装剥離、錆、腐食
の発生が全体的に
あり

5
紫外線による劣化

の発生なし

紫外線による劣化
の発生が部分的に

あり

紫外線による劣化の
発生が全体的にあり

5 歪の発生なし 歪が部分的に発生 歪が全体的に発生

5
変色、変質、腐食、
粉塵の付着なし

変色、変質、腐食、
粉塵の付着が部分
的にあり

変色、変質、腐食
生、粉塵の付着が全
体的にあり

5
変色、変質、変形、
腐食、粉塵の付着
なし

変色、変質、変形、
腐食、粉塵の付着
が部分的にあり

変色、変質、変形、
腐食、粉塵の付着が
全体的にあり

5 操作性悪化なし
一部の操作部（ス
イッチ等）に操作性
悪化が見られる

操作部（スイッチ等）
全体に操作性悪化
が見られる

7

性
能
試
験

0

付表3.2.5 　道路情報表示設備：　Ａ形・Ａ２形電光式表示機　機側操作盤　機能維持診断評価点基準

３

評価点

保
全
記
録

配
分
点

①経過年数

④凍結防止剤の散布状況

③故障発生の頻度
（過去１年間）

No.

軽微な劣化あり、または劣化に影響する要素がある
（軽微な劣化の程度により３段階に分類）

6

機
能
維
持

①筐体の塗装剥離、発錆、腐
食の発生

③筐体の歪

⑤回路部品（基板等）の変
色、変質、変形、腐食、粉塵
付着

２

環
境
条
件

①塩害

②腐食性ガス

③道路交通量

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

劣化が著しい、又は継続的
な保守が困難

診断項目

①点検時の再調整箇所の有
無（過去５年間）

製造中止部品・代替品・保守
部品の有無

②故障・修理履歴
（過去５年間）

(注１）海岸地帯とは、飛来塩分量0.05ｍｄｄを超える地域で、太平洋沿岸部では海岸から２ｋｍ以内を示す。

④配線・配線接続部の変色、
変質、腐食、粉塵付着

①過熱臭などの異臭の発生

②筐体の紫外線による劣化

該当項目なし

⑥操作部（ｽｲｯﾁ等）の操作性
悪化
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改定記号 変更日付 H　　年　　月　　日

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著し
い、又は保守が困難
で、更新・修理を必
要とする緊急度が高
い

1
経過
年数

5 8年未満
8年以上
12年未満

12年以上
15年未満

15年以上

3
海岸地帯以外

（注１）
海岸地帯

（注１）

3 ガス発生なし

機器周辺に腐食性
ガス発生がある
（温泉等による影

響）

3 20,000台／日未満 20,000台／日以上

3
凍結防止剤

散布なし
凍結防止剤

散布有り

5
点検時の再調整箇

所なし

点検時の再調整の
履歴あり

（1回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり

（2回／過去5年間）

点検時の再調整の
履歴あり（3回以上／

過去5年間）

5
故障・修理履歴な

し
／過去５年間

故障・修理の履歴
有り、

（１回／過去5年
間）

故障・修理の履歴
有り、

（2回／過去5年間）

修理・交換の履歴あ
り

（3回以上／過去5年
間）

7
故障発生なし
／過去１年間

１回故障発生
／過去1年間

２回以上故障発
生／過去1年間

４
製造中
止部品

9
製造中止部品なし 製造中止部品有

り、代替品有り

製造中止部品
有り、代替品な
し、ただし保守

部品在庫３年分
以上あり

製造中止部品有り、
代替品なし、保守部
品在庫３年分未満

5
稼動状

況
5 異臭の発生なし 異臭の発生あり

5
塗装剥離、錆、腐

食の発生なし

塗装剥離、錆、腐
食の発生が部分的
にあり

塗装剥離、錆、腐食
の発生が全体的に
あり

5
紫外線による劣化

の発生なし

紫外線による劣化
の発生が部分的に

あり

紫外線による劣化の
発生が全体的にあり

5 歪の発生なし 歪の発生あり

5
腐食、錆の発生な

し
腐食、錆が部分的
に発生

腐食、錆が全体的に
発生

5
変色、変質、腐食、
粉塵付着なし

変色、変質、腐食、
粉塵付着が部分的
にあり

変色、変質、腐食
生、粉塵付着が全体
的にあり

9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも低下傾向にな
い

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が低下傾向にある

10MΩ以下
（規定値の範囲外）

9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも低下傾向にな
い

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が低下傾向にある

10MΩ以下
（規定値の範囲外）

9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも低下傾向にな
い

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が低下傾向にある

10MΩ以下
（規定値の範囲外）

7

性
能
試
験

（
注
２

）

絶縁抵抗測定（単体）：二次
側回路と筐体間
（相対湿度80％以下、500Ｖメ
ガ使用）

絶縁抵抗測定（単体）：一次
側回路と二次側回路間
（相対湿度80％以下、500Ｖメ
ガ使用）

付表3.2.6 　道路情報表示設備：　Ａ形・Ａ２形電光式表示機　耐雷変圧器盤　機能維持診断評価点基準

３

評価点

保
全
記
録

配
分
点

①経過年数

④凍結防止剤の散布状況

③故障発生の頻度
（過去１年間）

No.

軽微な劣化あり、または劣化に影響する要素がある
（軽微な劣化の程度により３段階に分類）

6

機
能
維
持

①筐体の塗装剥離、発錆、腐
食の発生

③筐体の歪

④鉄心部の腐食、発錆

（注２）絶縁抵抗測定は、二次診断時の測定値および前回の二次診断時の測定値、メーカ出荷時の測定値等により絶縁の劣化傾向を診断する。

　　　

２

環
境
条
件

①塩害

②腐食性ガス

③道路交通量

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

劣化が著しい、又は継続的
な保守が困難

診断項目

①点検時の再調整箇所の有
無（過去５年間）

製造中止部品・代替品・保守
部品の有無

②故障・修理履歴
（過去５年間）

(注１）海岸地帯とは、飛来塩分量0.05ｍｄｄを超える地域で、太平洋沿岸部では海岸から２ｋｍ以内を示す。

⑤配線・配線接続部の変色、
変質、腐食、粉塵付着

①過熱臭などの異臭の発生

②筐体の紫外線による劣化

絶縁抵抗測定（単体）：一次
側回路と筐体間
（相対湿度80％以下、500Ｖメ
ガ使用）
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改定記号 変更日付

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著し
い、又は保守が困難
で、更新・修理を必
要とする緊急度が高
い

1
経過
年数

5 5年未満
5年以上
8年未満

8年以上

3 空調設備有り 空調設備なし

3 塵埃が少ない 塵埃が多い

5
点検時の再調整箇

所なし

点検時の再調整
の履歴あり

（1回／過去5年
間）

点検時の再調整
の履歴あり

（2回／過去5年
間）

点検時の再調整の
履歴あり（3回以上

／過去5年間）

5
故障・修理履歴な

し
／過去５年間

故障・修理の履歴
有り、

（１回／過去5年
間）

故障・修理の履歴
有り、

（2回／過去5年
間）

修理・交換の履歴あ
り

（3回以上／過去5
年間）

7
故障発生なし
／過去１年間

１回故障発生／過
去1年間

２回以上故障発生
／過去1年間

４
製造
中止
部品

9

処理部（サーバ）の
製造・販売、保守
ｻｰﾋﾞｽが行われて
いる。

処理部（サーバ）の
製造・販売が中止
されているが、代
替品有り、保守ｻｰ
ﾋﾞｽは継続

処理部（サーバ）
の製造・販売中
止、代替品なし。
但し、保守サービ
スは継続（今後3
年間以上の継続
的保守・修理が可
能）。

処理部（サーバ）の
製造・販売中止、代
替品なし。
保守ｻｰﾋﾞｽも中止、
または３年以内に保
守中止が予定されて
いる。

5
ＯＳの
ｻﾎﾟｰﾄ
状況

7

処理部（サーバ）の
OSのｻﾎﾟｰﾄが行わ
れている。

処理部（サーバ）の
OSのｻﾎﾟｰﾄの終了
が予定されている。

処理部（サーバ）
のOSのｻﾎﾟｰﾄが
終了している。

5 粉塵付着なし
塵埃付着が部分
的にあり

塵埃付着が全体的
にあり

5
表示の色ムラや焼
き付きが見られな
い

表示の色ムラや焼
き付きがある

3 操作性の悪化なし 操作性の悪化あり

7
正常に表示制御で
き、動作低下も見ら
れず安定している。

操作画面の速度が
低下するなど動作
速度の低下が見ら
れる。

フリーズするなど
動作が不安定に
なるときがある。

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

２

環
境
条
件

①空調設備の有無

②塵埃

３

保
全
記
録

③操作部（キーボード、マ
ウス）の操作性

①点検時の再調整箇所の
有無（過去５年間）

③故障の発生頻度
（過去１年間）

②故障・修理履歴
（過去５年間）

7

性
能
試
験

製造中止部品・代替品・保
守ｻｰﾋﾞｽの有無（処理部
サーバ）

①表示制御動作確認

①処理部（サーバ）のＯＳ
のｻﾎﾟｰﾄ状況

6

機
能
維
持

①処理部（サーバ）本体の
塵埃付着

②表示部（CRT,液晶）の表
示状態

H　  　年 　　月 　　日

付表3.3.1　  道路情報表示設備：　主制御機・操作機 （ＩＰ対応ＭＣ）　　機能維持診断評価点基準
評価点

配
分
点

No.

①経過年数

診断項目
軽微な劣化あり、または劣化に影響する要素がある

（軽微な劣化の程度により３段階に分類）
劣化が著しい、又は継続的

な保守が困難
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改定記号 変更日付 H　　年　　月　　日

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

劣化なし

劣化が非常に著し
い、又は保守が困難
で、更新・修理を必
要とする緊急度が高
い

1
経過
年数

5 8年未満
8年以上
12年未満

12年以上
15年未満

15年以上

3 空調設備有り 空調設備なし

5
点検時の再調整箇

所なし

点検時の再調整の
履歴あり

（1回／過去5年間）

点検時の再調整
の履歴あり

（2回／過去5年
間）

点検時の再調整の履
歴あり（3回以上／過

去5年間）

5
修理交換履歴なし

／過去5年間

故障・修理の履歴
有り、

（１回／過去5年
間）

故障・修理の履
歴有り、

（2回／過去5年
間）

修理・交換の履歴あ
り

（3回以上／過去5年
間）

7
故障発生なし
／過去1年間

１回故障発生／過
去1年間

２回以上故障
発生／過去1

年間

４
製造中
止部品

9
製造中止部品なし 製造中止部品有

り、代替品有り

製造中止部品
有り、代替品な
し、ただし保守
部品在庫３年
分以上あり

製造中止部品有り、
代替品なし、保守部
品在庫３年分未満

5
稼動状

況
5 異臭の発生なし 異臭の発生あり

5
塗装剥離、錆、腐

食の発生なし

塗装剥離、錆、腐
食の発生が部分的
にあり

塗装剥離、錆、腐食
の発生が全体的にあ
り

5 歪の発生なし 歪が全体的に発生

5
変色、変質、腐食、
粉塵付着なし

変色、変質、腐食、
粉塵付着が部分的
にあり

変色、変質、腐食、粉
塵付着が全体的にあ
り

5
腐食、発錆、粉塵
付着なし

腐食、発錆、粉塵
付着が部分的にあ
り

腐食、発錆、粉塵付
着が全体的にあり

5
変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着な
し

変色、変質、変形、
腐食、粉塵付着が
部分的にあり

変色、変質、変形、腐
食、粉塵付着が全体
的にあり

5
操作部の操作性悪
化、監視部の表示
視認性悪化なし

操作部の一部に操
作性悪化や監視部
の一部に視認性悪
化が見られる

操作部全体に操作性
悪化や表示部全体に
視認性悪化が見られ
る

①絶縁抵
抗測定
(注１）

主回路と筐体間 9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも低下傾向にな
い

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が低下傾向にある

10MΩ以下
（規定値の範囲外）

②各部の
電圧のト
レンド確

認
（注２）

直流電源回路
（電源部）

9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも規定範囲から
外れる傾向にない

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が規定範囲から外れ
る傾向にある

規定値範囲外
のため調整を
実施し復帰（注

３）

規定値の範囲外であ
る（注３）

送信レベル 9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも規定範囲から
外れる傾向にない

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が規定範囲から外れ
る傾向にある

規定値範囲外
のため調整を
実施し復帰（注

３）

規定値の範囲外であ
る（注３）

最低受信感度 9

規定値以内であ
り、測定値のトレン
ドも規定範囲から
外れる傾向にない

規定値以内である
が、測定値のトレンド
が規定範囲から外れ
る傾向にある

規定値範囲外
のため調整を
実施し復帰（注

３）

規定値の範囲外であ
る（注３）

⑤回路部品（基板）の変
色、変質、変形、腐食、粉
塵付着

①収納筐体の塗装剥離、
発錆、腐食の発生

②収納筐体の歪

③配線・配線接続部の変
色、変質、腐食、粉塵付着

④電源部の腐食、発錆、粉
塵付着

　　　二次診断時には測定を行い、過去２年間の点検データ（測定値）とあわせて診断する。

配
分
点 軽微の劣化あり、または劣化に影響する要素がある

（軽微な劣化の程度により３段階に分類）

２

環
境
条
件

①空調設備の有無

①過熱臭などの異臭の発
生

6

機
能
維
持

診断項目

製造中止部品・代替品・保
守部品の有無

③故障の発生頻度
（過去１年間）

②故障・修理履歴
（過去５年間）

③送受信
信号出力
のトレンド

確認
（注２）

(注３）二次診断実施時に測定値が規定値の範囲外で、再調整して規定値以内に復帰した場合は７点とし、再調整しても規定値以内に調整不能の場合は９点とする。

⑥操作監視部の劣化（操
作性悪化、表示視認性悪
化）

付表3.3.2　道路情報表示設備： 主制御機・制御機（平成元年仕様ＭＣ）　　機能維持診断評価点基準

３

評価点

保
全
記
録

①経過年数

①点検時の再調整箇所の
有無（過去５年間）

劣化あり、または劣化が発生していると推定できる
（劣化の程度により３段階に分類）

劣化が著しい、又は継続
的な保守が困難

No.

(注１）主回路の絶縁抵抗測定は、二次診断時の測定値と前回の二次診断時の測定値、メーカ出荷時の測定値等により絶縁の劣化傾向を診断する。

（注２）各部の電圧および送受信信号出力の確認は、一次診断時には過去２年間の点検データ（測定値）により規定値の範囲から外れる傾向にあるか等のトレンドを確認する。

6

性
能
試
験
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診断項目

処理部（サーバ）
本体

　　　　　粉塵付着（付着の程度：全体的、部分的）

表示部
（ディスプレイ）

　　　　　表示状態（色むらや焦げ付き）

操作部
（キーボード、マウス）

　　　　　操作性（操作性の悪化）

付表4.1　道路情報表示設備：主制御機・操作機（ＩＰ対応ＭＣ）　点検に追加する診断項目一覧表

項目及び診断箇所

機能維持

備考： 本表は個別点検時に追加する機能維持診断（劣化診断）に必要な診断項目を示す。
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付表5.1(1/3)　HL形表示機の主要劣化部位・劣化パターンと診断時の確認事項

部
位

部　分 使用材料 機能区分 主劣化要因 劣化形態
現実の

修復対応
劣化

進行速度
設備診断時の確認事項

基礎部材 鋼板 機器収納・固定 環境 腐食・破損 非修理 2 腐食、腐食層剥離、穿孔

メッキ皮膜 防塵・防水・保護 変形、破損
塗料 結露、雨漏り

外箱・扉 非修理 2 塗膜の劣化状況、剥離

扉ハンドル ステンレス
ケーブル貫通部 熱 弾性低下・変質 非修理 2 変形、破損

ゴム、コンパウンド 環境 変形・破損
扉パッキン 合成ゴム・樹脂 修理 1 変質、破損

LEDユニット 樹脂絶縁物 表示 環境 過熱・腐食 修理 3 腐食、破損
鉄・銅合金・半田・LED等 締付け部の緩み 動作状況、表示
の動作部品 振動

断線
通電熱 断芯・破損

2 経過年
冷却装置 冷却ファン 冷却 運転時間 摩耗 1 運転時間、運転音
遮断機 樹脂 電気的操作制御 熱 熱分解 修理 2 亀裂、柔軟性
制御基板 変色、損傷
端子台
スイッチ 鉄・銅合金 環境 汚損・吸湿・絶縁低下 3 汚損、消耗、荒れ、腐食

樹脂等の動作部品 腐食 接触不良、動作状況
破損・動作浮動 動作特性不良

経過年 誤差増大・特性不良
振動 断線 2 汚損、腐食、断線

銅・銅合金耐弧接点 締付け部の緩み 破損、脱落
配線 銅 締付け部の緩み
配線接続部 接触不良

ビニル被覆 熱 熱分解
定電圧電源 導通 熱 破損、動作浮動 修理 3 破損、消耗

特性不良 動作状況
経過年 動作特性不良

保護フューズ 鉛 保護 環境 腐食　 修理 1 腐食、損傷、やせ
通電熱 断線 3 経過年

劣化進行速度 1:比較的早く進行 2:緩慢と進行 3:電流・動作回数に依存

電
源
部

劣 化 パ タ ー ン と 障 害 現 象

筐
体
部

主
回
路
部

表
示
部

腐食の進行 機械的強度低下

塗膜の劣化

防塵・防水・保護能力低下

腐食層の剥離・穿孔

盤内への汚損物・水分の侵入

雨漏り 据付け機能不全

虫・小動物等の侵入

水分の付着
汚損物付着

造巣 感電

腐食の進行
断線組織の変質・やせ 遮断器開放 全停

熱分解の進行

運転停止固着
熱分解の促進

吸湿性増大
汚損と吸湿の進行

締付け部の緩み

電気系統焼損回転軸の磨耗

絶縁性能低下

制御機器の異常動作

主回路の混触

主回路の地絡
腐食の進行 動作部の引っかかり
破損・断線

動作不良 動作特性の狂い
疲労の進行 断線

接触不良腐食の進行
腐食生成物の成長

ビニルの変質硬化 亀裂の発生 絶縁性能低下

地絡・短絡

断線組織の変質・やせ 動作不良 表示停止

締付け部の緩み

疲労の進行

腐食の進行
接触不良

温度上昇

出力低下特性不良
破損断線 動作不良

付
1
‐
6
1



付表5.1(2/3)　HL形表示機の主要劣化部位・劣化パターンと診断時の確認事項

部
位

部　分 使用材料 機能区分 主劣化要因 劣化形態
現実の

修復対応
劣化

進行速度
設備診断時の確認事項

基礎部材 鋼板 機器収納・固定 環境 腐食・破損 修理 2 腐食、腐食層剥離、穿孔

メッキ皮膜 防塵・防水・保護 変形、破損
塗料 結露、雨漏り

外箱・扉 修理 2 塗膜の劣化状況、剥離

扉ハンドル ステンレス
ケーブル貫通部 熱 弾性低下・変質 修理 2 変形、破損

ゴム、コンパウンド 環境 変形・破損
扉パッキン 合成ゴム・樹脂 修理 1 変質、破損

制御基板 樹脂 電気的操作制御 熱 熱分解
端子台 修理 2 亀裂、柔軟性
スイッチ 鉄・銅合金 環境 汚損・吸湿・絶縁低下 変色、損傷

樹脂等の動作部品 腐食
破損・動作浮動 3 汚損、消耗、荒れ、腐食

接触不良、動作状況
経過年 誤差増大・特性不良 動作特性不良
振動 断線

銅・銅合金耐弧接点 締付け部の緩み 2 汚損、腐食、断線
配線 銅 破損、脱落
配線接続部 締付け部の緩み

接触不良
ビニル被覆 熱 熱分解

劣化進行速度 1:比較的早く進行 2:緩慢と進行 3:電流・動作回数に依存

機
側
操
作
盤

劣 化 パ タ ー ン と 障 害 現 象

腐食の進行 機械的強度低下

塗膜の劣化

防塵・防水・保護能力低下

腐食層の剥離・穿孔

盤内への汚損物・水分の侵入

雨漏り 据付け機能不全

虫・小動物等の侵入

水分の付着
汚損物付着

造巣 感電

全停

熱分解の進行 吸湿性増大
汚損と吸湿の進行

締付け部の緩み

絶縁性能低下

制御機器の異常動作

主回路の混触

主回路の地絡
腐食の進行 動作部の引っかかり
破損・断線

動作不良 動作特性の狂い
疲労の進行 断線

接触不良腐食の進行
腐食生成物の成長

ビニルの変質硬化 亀裂の発生 絶縁性能低下

地絡・短絡温度上昇

出力低下特性不良
破損断線 動作不良

付
1
‐
6
2



付表5.1(3/3)　HL形表示機の主要劣化部位・劣化パターンと診断時の確認事項

部
位

部　分 使用材料 機能区分 主劣化要因 劣化形態
現実の

修復対応
劣化

進行速度
設備診断時の確認事項

基礎部材 鋼板 機器収納 環境 腐食・破損 修理 2 腐食、腐食層剥離、穿孔

めっき皮膜 固定・防塵 変形、破損

塗料 防水・保護 結露、雨漏り

外箱・扉 修理 2 塗膜の劣化状況、剥離

扉ハンドル ステンレス

ケーブル貫通部 ゴム、コンパウンド 熱 弾性低下・変質 修理 2 変形、破損

環境 変形・破損

扉パッキン 合成ゴム・樹脂 修理 1 変質、破損

据付け基礎部材 合成ゴム 防振 熱 熱分解 修理 2 亀裂、変形、破損

機会的応力 破損

鉄心と締付け部 珪素鋼板・鉄材 磁気回路形成 振動 締付け部の緩み 修理 2 締付け部の緩み

異常振動音、温度

腐食、塗膜の劣化状況

環境 腐食 剥離

ワニス・塗料 防食 分解

熱

巻線 銅線 通電 過電流 変形 修理 1 導通、絶縁抵抗値

アルミニウム線 巻線短絡

ホルマール銅線 断線

冷却装置 フィルター 徐塵 環境 目詰まり 修理 1 目詰まり

制御基板

導体絶縁部 ガラスクロステープ 絶縁 熱 熱分解 修理 2 変色、変質、変形

巻線絶縁部 ガラスエポキシ樹脂 破損 亀裂、剥離、破損

鉄心絶縁部 エポキシ樹脂 トラッキング・炭化

放電痕跡

放電音、部分放電

汚損、絶縁抵抗値

異臭

環境 汚損・吸湿

過電圧 絶縁破壊

支持碍子 磁器 絶縁 環境 汚損 修理 2 汚損、破損

エポキシ樹脂 破損 放電音、異音、異臭

端子・口出線 銅・銅合板 通電 環境 汚損、腐食 修理 2 汚損、腐食、溶損、損傷

締付け部 メッキ皮膜 過熱 過熱変色、温度

タップ切換部 締付け部の緩み 締付け部の緩み

異音、異臭
劣化進行速度　1:比較的早く進行　2:緩慢と進行　3:電流・動作回数に依存

劣 化 パ タ ー ン と 障 害 現 象

耐
雷
変
圧
器
盤

塗膜の劣化

熱分解の進行

導体の過熱

汚損と吸湿の進行

地絡・短絡

機械的強度の低下

吸湿性増大

電位集中 ボイド放電の発生と進展

絶縁抵抗
の低下

内部絶縁破壊

過熱(変色)

接触面の溶着

炭化物の生成

沿面閃絡

磁気回路短絡

熱膨張

腐食の進行 磁気回路絶縁部の破損

鉄心の過熱

剥離の発生

一次・二次導体間の混触

熱分解の促進

送風量の減少

電気的特性の変化

締付け部の緩み

亀裂の発生

トラッキング
の発生

部分放電
の発生

異常電圧の進入

汚損・腐食の進行 接触抵抗の増加 放電通電

締付け部の緩み

大電流の侵入 電磁力の作用

変質の進行 弾性低下

破損

鉄心の異常振動

目詰まりの進行

過励磁運転

巻線の変形・移動

温度上昇 鉄心の局部過熱

巻線間短絡

断線

繰返し熱伸縮

表面汚損 絶縁抵抗低下 トラッキングの発生 コロナ放電の発生 気中閃絡・放電

腐食の進行 機械的強度低下

塗膜の劣化

防塵・防水・保護能力低下

腐食層の剥離・穿孔

盤内への汚損物・水分の侵入

雨漏り 据付け機能不全

虫・小動物等の侵入

水分の付着
汚損物付着

造巣 感電

地絡・短絡
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付表5.2(1/3)　Ａ形・Ａ２形電光式表示機の主要劣化部位・劣化パターンと診断時の確認事項

部
位

部　分 使用材料 機能区分 主劣化要因 劣化形態
現実の

修復対応
劣化

進行速度
設備診断時の確認事項

基礎部材 鋼板 機器収納・固定 環境 腐食・破損 非修理 2 腐食、腐食層剥離、穿孔

メッキ皮膜 防塵・防水・保護 変形、破損
塗料 結露、雨漏り

外箱・扉・隔壁 非修理 2 塗膜の劣化状況、剥離

扉ハンドル ステンレス
ケーブル貫通部 熱 弾性低下・変質 非修理 2 変形、破損

ゴム、コンパウンド 環境 変形・破損
扉パッキン 合成ゴム・樹脂 修理 1 変質、破損

電光ユニット 樹脂絶縁物 表示 環境 過熱・腐食 修理 3 腐食、破損
鉄・銅合金・半田等 締付け部の緩み 動作状況、表示
の動作部品 振動

断線
通電熱 断芯・破損

2 経過年
冷却装置 冷却ファン 冷却 運転時間 摩耗 1 運転時間、運転音
遮断機 樹脂 電気的操作制御 熱 熱分解 修理 2 亀裂、柔軟性
制御基板 変色、損傷
端子台
スイッチ 鉄・銅合金 環境 汚損・吸湿・絶縁低下 3 汚損、消耗、荒れ、腐食

樹脂等の動作部品 腐食 接触不良、動作状況
破損・動作浮動 動作特性不良

経過年 誤差増大・特性不良
振動 断線 2 汚損、腐食、断線

銅・銅合金耐弧接点 締付け部の緩み 破損、脱落
配線 銅 締付け部の緩み
配線接続部 接触不良

ビニル被覆 熱 熱分解
定電圧電源 導通 熱 破損、動作浮動 修理 3 破損、消耗

特性不良 動作状況
経過年 動作特性不良

保護フューズ 鉛 保護 環境 腐食　 修理 1 腐食、損傷、やせ
通電熱 断線 3 経過年

劣化進行速度 1:比較的早く進行 2:緩慢と進行 3:電流・動作回数に依存

電
源
部

劣 化 パ タ ー ン と 障 害 現 象

筐
体
部

主
回
路
部

表
示
部

腐食の進行 機械的強度低下

塗膜の劣化

防塵・防水・保護能力低下

腐食層の剥離・穿孔

盤内への汚損物・水分の侵入

雨漏り 据付け機能不全

虫・小動物等の侵入

水分の付着
汚損物付着

造巣 感電

腐食の進行
断線組織の変質・やせ 遮断器開放 全停

熱分解の進行

運転停止固着
熱分解の促進

吸湿性増大
汚損と吸湿の進行

締付け部の緩み

電気系統焼損回転軸の磨耗

絶縁性能低下

制御機器の異常動作

主回路の混触

主回路の地絡
腐食の進行 動作部の引っかかり
破損・断線

動作不良 動作特性の狂い
疲労の進行 断線

接触不良腐食の進行
腐食生成物の成長

ビニルの変質硬化 亀裂の発生 絶縁性能低下

地絡・短絡

断線組織の変質・やせ 動作不良 表示停止

締付け部の緩み

疲労の進行

腐食の進行
接触不良

温度上昇

出力低下特性不良
破損断線 動作不良
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付表5.2(2/3)　Ａ形・Ａ２形電光式表示機の主要劣化部位・劣化パターンと診断時の確認事項

部
位

部　分 使用材料 機能区分 主劣化要因 劣化形態
現実の

修復対応
劣化

進行速度
設備診断時の確認事項

基礎部材 鋼板 機器収納・固定 環境 腐食・破損 修理 2 腐食、腐食層剥離、穿孔

メッキ皮膜 防塵・防水・保護 変形、破損
塗料 結露、雨漏り

外箱・扉 修理 2 塗膜の劣化状況、剥離

扉ハンドル ステンレス
ケーブル貫通部 熱 弾性低下・変質 修理 2 変形、破損

ゴム、コンパウンド 環境 変形・破損
扉パッキン 合成ゴム・樹脂 修理 1 変質、破損

制御基板 樹脂 電気的操作制御 熱 熱分解
端子台 修理 2 亀裂、柔軟性
スイッチ 鉄・銅合金 環境 汚損・吸湿・絶縁低下 変色、損傷

樹脂等の動作部品 腐食
破損・動作浮動 3 汚損、消耗、荒れ、腐食

接触不良、動作状況
経過年 誤差増大・特性不良 動作特性不良
振動 断線

銅・銅合金耐弧接点 締付け部の緩み 2 汚損、腐食、断線
配線 銅 破損、脱落
配線接続部 締付け部の緩み

接触不良
ビニル被覆 熱 熱分解

劣化進行速度 1:比較的早く進行 2:緩慢と進行 3:電流・動作回数に依存

機
側
操
作
盤

劣 化 パ タ ー ン と 障 害 現 象

腐食の進行 機械的強度低下

塗膜の劣化

防塵・防水・保護能力低下

腐食層の剥離・穿孔

盤内への汚損物・水分の侵入

雨漏り 据付け機能不全

虫・小動物等の侵入

水分の付着
汚損物付着

造巣 感電

全停

熱分解の進行 吸湿性増大
汚損と吸湿の進行

締付け部の緩み

絶縁性能低下

制御機器の異常動作

主回路の混触

主回路の地絡
腐食の進行 動作部の引っかかり
破損・断線

動作不良 動作特性の狂い
疲労の進行 断線

接触不良腐食の進行
腐食生成物の成長

ビニルの変質硬化 亀裂の発生 絶縁性能低下

地絡・短絡温度上昇

出力低下特性不良
破損断線 動作不良付
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付表5.2(3/3)　Ａ形・Ａ２形電光式表示機の主要劣化部位・劣化パターンと診断時の確認事項

部
位

部　分 使用材料 機能区分 主劣化要因 劣化形態
現実の

修復対応
劣化

進行速度
設備診断時の確認事項

基礎部材 鋼板 機器収納 環境 腐食・破損 修理 2 腐食、腐食層剥離、穿孔

めっき皮膜 固定・防塵 変形、破損

塗料 防水・保護 結露、雨漏り

外箱・扉 修理 2 塗膜の劣化状況、剥離

扉ハンドル ステンレス

ケーブル貫通部 ゴム、コンパウンド 熱 弾性低下・変質 修理 2 変形、破損

環境 変形・破損

扉パッキン 合成ゴム・樹脂 修理 1 変質、破損

据付け基礎部材 合成ゴム 防振 熱 熱分解 修理 2 亀裂、変形、破損

機会的応力 破損

鉄心と締付け部 珪素鋼板・鉄材 磁気回路形成 振動 締付け部の緩み 修理 2 締付け部の緩み

異常振動音、温度

腐食、塗膜の劣化状況

環境 腐食 剥離

ワニス・塗料 防食 分解

熱

巻線 銅線 通電 過電流 変形 修理 1 導通、絶縁抵抗値

アルミニウム線 巻線短絡

ホルマール銅線 断線

冷却装置 フィルター 徐塵 環境 目詰まり 修理 1 目詰まり

制御基板

導体絶縁部 ガラスクロステープ 絶縁 熱 熱分解 修理 2 変色、変質、変形

巻線絶縁部 ガラスエポキシ樹脂 破損 亀裂、剥離、破損

鉄心絶縁部 エポキシ樹脂 トラッキング・炭化

放電痕跡

放電音、部分放電

汚損、絶縁抵抗値

異臭

環境 汚損・吸湿

過電圧 絶縁破壊

支持碍子 磁器 絶縁 環境 汚損 修理 2 汚損、破損

エポキシ樹脂 破損 放電音、異音、異臭

端子・口出線 銅・銅合板 通電 環境 汚損、腐食 修理 2 汚損、腐食、溶損、損傷

締付け部 メッキ皮膜 過熱 過熱変色、温度

タップ切換部 締付け部の緩み 締付け部の緩み

異音、異臭
劣化進行速度　1:比較的早く進行　2:緩慢と進行　3:電流・動作回数に依存

劣 化 パ タ ー ン と 障 害 現 象

耐
雷
変
圧
器
盤

塗膜の劣化

熱分解の進行

導体の過熱

汚損と吸湿の進行

地絡・短絡

機械的強度の低下

吸湿性増大

電位集中 ボイド放電の発生と進展

絶縁抵抗
の低下

内部絶縁破壊

過熱(変色)

接触面の溶着

炭化物の生成

沿面閃絡

磁気回路短絡

熱膨張

腐食の進行 磁気回路絶縁部の破損

鉄心の過熱

剥離の発生

一次・二次導体間の混触

熱分解の促進

送風量の減少

電気的特性の変化

締付け部の緩み

亀裂の発生

トラッキング
の発生

部分放電
の発生

異常電圧の進入

汚損・腐食の進行 接触抵抗の増加 放電通電

締付け部の緩み

大電流の侵入 電磁力の作用

変質の進行 弾性低下

破損

鉄心の異常振動

目詰まりの進行

過励磁運転

巻線の変形・移動

温度上昇 鉄心の局部過熱

巻線間短絡

断線

繰返し熱伸縮

表面汚損 絶縁抵抗低下 トラッキングの発生 コロナ放電の発生 気中閃絡・放電

腐食の進行 機械的強度低下

塗膜の劣化

防塵・防水・保護能力低下

腐食層の剥離・穿孔

盤内への汚損物・水分の侵入

雨漏り 据付け機能不全

虫・小動物等の侵入

水分の付着
汚損物付着

造巣 感電

地絡・短絡
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付表5.3　道路情報表示装置主制御機の主要劣化部位・劣化パターンと診断時の確認事項

部
位

部　分 使用材料 機能区分 主劣化要因 劣化形態
現実の

修復対応
劣化

進行速度
設備診断時の確認事項

基礎部材 鋼板 機器収納・固定 環境 腐食・破損 非修理 2 腐食、腐食層剥離、穿孔

塗装 防塵・保護 変形、破損
結露

外箱・扉 塗膜の劣化状況、剥離

制御基板 樹脂 電気的操作制御 熱 熱分解 修理 2 亀裂、柔軟性
電気部品 変色、損傷
端子台

鉄・銅合金 環境 汚損・吸湿・絶縁低下 3 汚損、消耗、荒れ、腐食

樹脂 腐食 接触不良、動作状況
破損、動作浮動 動作特性不良

経過年 誤差増大・特性不良
振動 断線 2 汚損、腐食、断線

締付け部の緩み 破損、脱落
配線 銅 導通 環境 断線 締付け部の緩み
配線接続部 熱 締付け部の緩み 接触不良

ビニル被覆 熱 熱分解
定電圧電源 導通 熱 破損、動作浮動 修理 3 破損、消耗

特性不良 動作状況
経過年 動作特性不良

保護フューズ 鉛 保護 環境 腐食　 修理 1 腐食、損傷、やせ
通電熱 断線 3 経過年

劣化進行速度 1:比較的早く進行 2:緩慢と進行 3:電流・動作回数に依存

劣 化 パ タ ー ン と 障 害 現 象

筐
体
部

制
御
部

電
源
部

腐食の進行 機械的強度低下
塗膜の劣化

腐食層の剥離・穿孔

据付け機能不全水分の付着
汚損物付着

腐食の進行
断線組織の変質・やせ 遮断器開放 全停

汚損と吸湿の進行

締付け部の緩み

絶縁性能低下

制御機器の異常動作

制御回路の混触

制御回路の地絡

腐食の進行
破損・断線

特性不良
疲労の進行 断線

接触不良腐食の進行
腐食生成物の成長

ビニルの変質硬化 亀裂の発生 絶縁性能低下

温度上昇

出力低下特性不良
破損断線 動作不良

経時劣化 変質進行

吸湿性増大

特性変化

内部破損 制御停止

熱分解の進行
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